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Ⅰ 雇用動向調査によせて

１．はじめに

世界中で感染が拡大し収束の兆しがみえない新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は、感染力が
強いとされるデルタ株やオミクロン株といった新変異株の出現により感染者数を再拡大させており、

引き続き社会経済に大きな影響を及ぼしている。日本国内においては、今年度初頭より、感染者の拡

大と縮小を繰り返しており、引き続き感染症拡大に対する、不要不急の外出や移動、大規模な集会や

イベント、飲食を伴う会合などの抑制といった措置が、区域を限定する形で実施されている。これに

伴い経済活動も回復と鈍化を繰り返しており予断を許さない状況である。また新たな懸念材料とし

て、世界的な半導体不足や原油等の原材料価格高騰が起きており、経済活動回復の足かせとなってい

る状況である。このような中ではあるが、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種率が高まり、ま

た社会経済の感染拡大への対応もある程度定まってきたためか、国内経済は落ち着きを取り戻しつつ

ある。

2021年度の北九州経済は、新型コロナウイルス感染症の再拡大や半導体不足等の影響により、たび
たび回復が妨げられることがあったが、総じて回復基調であった。近年、労働力不足を背景に北九州

市内の有効求人倍率は高率で推移していたが、新型コロナウイルス感染症拡大による労働需要の減退

を受け 2021年 1月は 1.13倍と前年同月から 0.38ポイント低下し、市内の労働市場の逼迫が緩んでい
た。感染症拡大への措置として時短営業や一時休業を余儀なくされた事業所も多く、雇用維持のため

に従業員を一時休業、一時帰休させた事業所も多かったが、多くの事業所において、慢性的な人手不

足を解消させるために、労働力を確保しようとする動きが強く見られた。今年度 2022年 1月の市内有
効求人倍率は 1.11倍と昨年度並みであり、引き続き市内の労働市場全体としては逼迫が緩んでいるも
のの、主に若年者や実務経験者の労働供給は不足している。新型コロナウイルス感染症への対応のた

めに難しいかじ取りが求められる中で、各事業所は働き方改革関連法や改正高年齢者雇用安定法への

対応、厳しさを増す人材獲得競争や労働力不足への対応も求められる。このような中、今年度におけ

る各事業所の対応が注目される。 

２．雇用の現状について

（１）雇用形態別従業員構成

正社員の構成割合は 68.3％で前回調査（62.9%）から 5.4ポイント上昇、パートタイムの割合は
19.9%で前回調査（25.4％）から 5.5ポイント低下、臨時雇の割合は 10.6%で前回調査（10.4％）並み
である。男女別にみると、男性の正社員の割合は女性よりも高く、21.5ポイントもの隔たりがある。
逆に女性のパートタイムの割合は男性の割合よりも 23.3ポイント高い。依然として男女で雇用形態に
大きな違いがある。

（２）従業員の増減

雇用判断 DI（1年前に比べて従業員が増加した事業所の割合から減少した事業所の割合を引いたも
の）は、▲14.3ポイントで前回調査（▲9.9ポイント）から 4.4ポイント低下している。従業員が 1年
前に比べ減少した事業所の割合は、33.5％と前回調査（30.3％）と 3.2ポイント上昇しており、引き続
き、主に若年者や実務経験者等の不足を背景に従業員を確保できず、従業員が減少するのに加え、景

気の落ち込みによる雇用調整のためか、従業員が減少している事業所が増えていることがうかがえ

る。雇用形態別に見てみると、正社員は▲8.1ポイント、臨時雇は▲1.2ポイント、パートタイムは▲
7.1ポイントである。総じて従業員が増加した事業所より減少した事業所の割合が大きい。

（３）派遣・業務請負従業員数

派遣従業員のいる事業所は全体の 26.5％であり、派遣従業員数の直接雇用されている従業員数に対
する割合は 3.4％と前回調査から大きな変化はない。1年前と比べて派遣従業員数が増加した事業所は
38.7％と前回調査（24.4％）から 14.3ポイント上昇、減少した事業所は 18.7％と前回調査（28.2％）
から 9.5ポイント低下、増加した事業所が低下した事業所を 20.0ポイント上回っている。
派遣従業員数の業種構成は「不動産、サービス業」が 34.2％と最も高く、次いで「運輸・通信業」
が 32.6％、「製造業」が 22.8％となっており、これら 3業種が占める割合が大きい。派遣従業員の男
女構成は男性が 44.9％、女性が 55.1％と男女差がみられる。
業務請負従業員のいる事業所は全体の 17.6％であり、業務請負従業員数の直接雇用されている従業

員数に対する割合は 10.1％と前回調査から大きな変化はない。業種構成では「不動産、サービス業」
が 56.2％と最も高く、「製造業」で 19.5％、「運輸・通信業」が 14.9％となっており、これら 3業種が
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高い。1年前と比べた業務請負従業員数は、増加した事業所の割合が 11.0％に対して減少した割合が
14.0％であり、減少した事業所が 3.0ポイント上回っている。
総じて、直接雇用が困難である事や労働力の流動性確保のために、派遣従業員や業務請負従業員の

活用は続いており、とりわけ「不動産業、サービス業」、「運輸・通信業」、「製造業」、において顕著で

ある。しかし労働力の高い流動性は事業所のニーズに応えるものであるが、労働者の雇用の安定性と

いう視点からは、マクロ的な経済ショックに対する脆弱性を高める。

（４）従業員の過不足感

従業員が「過剰である」と回答した事業所は全体で 3.4％と前回調査（5.6％）から 2.2ポイント低
下しており、「不足している」と回答した事業所は全体で 53.4％と前回調査（47.0％）から 6.4ポイン
ト上昇している。過不足判断 DI（「不足している」の割合から「過剰である」の割合を差し引いたも
の）において、前回調査（41.4ポイント）から 50.0ポイントと 8.6ポイント上昇しており、不足感が
高まっている。前回 2020年度調査では新型コロナウイルス感染症の影響を受けた景気後退により、過
不足判断 DIは大きく低下していたが、2019年度調査（50.2ポイント）並みに戻っている。深刻な労
働力不足を背景に、近年の強い不足感は今後も持続すると考えられる。

 業種別の過不足判断 DIをみると、すべての業種で不足超となっており、「建設業」が 59.2ポイン
ト、「運輸・通信業」が 57.8ポイントと不足感が特に強く、「金融業、保険業」を除く全業種で不足感
が強い。「卸・小売業、宿泊・飲食業」は 50.5ポイントと前回調査（24.7ポイント）から 25.8ポイン
ト上昇している。また「製造業」も 52.7ポイントと前回調査（23.8ポイント）から 28.9ポイント上
昇している。これら 2業種は、昨年度の新型コロナウイルス感染症対策に起因した景気後退の影響が
とりわけ深刻であり、労働需要が大きく減退していた。今年度は労働需要の回復により、近年の従業

員の過不足感に戻ったと考えられる。

 職種別でみると、全職種で「不足している」が「過剰である」を上回っている。職種別の過不足判

断 DIをみると最も不足感が強いのは「専門・技術職」27.6ポイント、次いで「管理職」が 10.6ポイ
ントである。年齢別の過不足判断 DIをみると 54歳以下の従業員が不足しており、不足感が強いのは
「25～34歳」の 52.0ポイント、「24歳以下」が 42.1ポイント、「35～44歳」が 34.9ポイントであ
る。多くの事業所において慢性的に若年労働者の確保・定着に問題を抱えていることが伺える。一方

で、高年齢労働者（55歳以上）では、過不足判断 DIが「65歳以上」で▲9.0ポイント、「55～64
歳」で▲4.2ポイントと、過剰感が強い。
 近年、全職種的に従業員の不足感が強い状況が持続している。とりわけ、不足感の強い「専門・技

術職」や「管理職」の人材充足のためには、一般に OJT等による長期訓練が必要である場合が多い。
各事業所において熟練の従業員が退職する中で、将来を担う若年労働者への強い不足感に反映されて

いる。

３．採用状況について

（１）過去 1年間の採用状況
過去 1年間に従業員を採用した事業所の割合は 78.8％と、前回調査（80.9％）並みであり、採用実

施率は高い。新型コロナウイルス感染症拡大による景気後退の影響が大きかった前回調査に比べ、業

況が調査時点の 3か月前と比べて「悪化している」との回答が 19.4％と前回調査（31.7％）から 12.3
ポイント低下、見通しとして業況が調査時点の 3か月後に「悪化するだろう」との回答が 18.2％と前
回調査（29.8％）から 11.6ポイント低下しており、業況回復がみられる。昨年度は、業況とその見通
しが「悪化する」との回答をした事業所においても採用実施率は高かった。引き続き、短期的な業況

判断に関わらず、慢性的な人手不足を背景に強い採用意欲がうかがえる。

採用人数の男女比はほぼ均等である。雇用形態構成は正社員が 46.8％、パートタイムが 35.6％、臨
時雇は 16.9％であり、正社員の割合が最も大きい。正社員として採用した者の年齢構成をみると男女
共に 24歳以下が最も多く、男性が 32.1％、女性が 41.9％である。次いで 25～34歳が多く、男性が
24.9％、女性が 22.4％である。各事業所の若い年齢層の正社員採用意欲が高いことが伺える。男女と
もに 55歳以上の正社員採用者割合は高くない。
臨時雇については、男性では 55歳以上が 40.4％と退職後の再雇用や再就職の受け皿として機能して
いることがうかがえる。また女性では「45～54歳」が 25.9％と最も高く、子育て後の再就職の受け皿
になっていると考えられる。男女共に「25～34歳」も次いで高く、転職した者や何らかの理由で労働
市場から退出していた者の再就職の受け皿となっていると考えられる。パートタイムについて、男女

共に「24歳以下」が最も高く、男性が 35.7％、女性が 22.1％である。男性では 55歳以上が 37.2％と
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臨時雇と同じく退職後の再雇用や再就職の受け皿として機能していると考えられる。女性では幅広い

年齢で採用されている。

（２）新規学卒者の採用状況（正社員）

過去 1年間に新規学卒者を正社員として採用した事業所は 37.6％と前回調査（35.4％）並みであ
る。採用しなかった事業所のうち、その理由が「採用したかったができなかった」と回答した事業所

は 22.8％と、一定程度の事業所が新規学卒者の採用に苦慮していることがわかる。「採用した」事業所
のうち、採用予定を実績が「下回った」のは 30.4％と高く、前回調査（23.8％）から 6.6ポイント上
昇している。業種別にみると「下回った」のは、「製造業」が 42.9％、「運輸・通信業」が 37.5％、「建
設業」が 36.0％、「卸・小売業、宿泊・飲食業」が 33.3％と高く、「金融業、保険業」を除き全業種的
に「下回った」割合が高い。「採用できなかった」、採用予定を「下回った」と回答した事業所のう

ち、「面接等への応募がなかった」との回答が 76.3％と突出して多い。多くの事業所にとって新規学卒
者の獲得が困難な状況が継続している。

学歴別構成に目を移すと新規学卒者のうち正社員として採用されたのは、男性は「大学・大学院卒」

は 50.8％と最も高く、「高校卒」が 39.4％、「短大・高専・専修卒」が 9.8％である。女性も「大学・
大学院卒」が最も高く 45.7％、「短大・高専・専修卒」が 35.7％、「高校卒」が 18.4％である。

（３）中途採用の状況（正社員）

 過去 1年間に正社員を中途採用した事業所は 63.3％であり、前回調査（65.3％）並みである。男女
構成は男性が 59.4％、女性が 40.6％と男性のほうが 18.8ポイント高く男女間で大きな差がある。年齢
別にみると、男女共に「25～34歳」が最も高い。全体として事業所の不足感を反映し、男女共に 25～
54歳の中途採用が多く、労働市場は各業種や各企業における労働者とのミスマッチを調整するよう機
能している。また女性の出産・育児が落ち着いた後の就業機会が確保されているといえる。また若年

期に就職困難であった就職氷河期世代（37～52歳）への正社員としての門戸が開かれているといえ
る。

（４）新規学卒者（正社員）の離職状況

 新規学卒者（正社員）の離職状況を今回調査でみると、2019年度（R1年度）の採用者数 938名に
対して調査時点までの「1年以内」に離職した者の割合は 9.2％と最も高く、次いで「1年以上 2年以
内」は 8.6％、「2年以上 3年以内」は 4.9％であり、3年以内で離職した者は 22.7％である。2020年
度（R2年度）の採用者数 884名に対して調査時点までの「1年以内」に離職した者の割合は 11.9％と
最も高く、「1年以上 2年以内」は 5.5％であり、2年以内で離職した者は 17.4％である。2021年度
（R3年度）採用者 860名では、調査時点までの 1年以内に既に 11.2％が離職している。総じて前回調
査から大きな変化は見られない。在職年数が上がるにつれ離職率が低下する傾向が見られるが、これ

は早い段階でミスマッチを感じた労働者が離職していること、在職年数が上がるほど職場でのキャリ

ア形成により転職する動機が低くなること等が考えられる。

（５）新規高等学校卒業者の募集・採用活動の状況

 新規高等学校卒業者の採用活動の一環として、学校訪問や学校への求人票の提出を行っている事業

所は 37.1％と前回調査（35.6％）並みである。採用実績のある事業所のうち、採用活動の一環として
学校訪問や学校への求人票の提出を「行っている」事業所は 90.1％と多い一方で、「行っていない」が
9.9％と学校を介さず採用を行った事業所が一定割合ある。採用実績のない事業所のうち、学校訪問や
学校への求人票の提出を行った事業所は 27.1％と、新規高等学校卒業者の採用を求めるも採用に至っ
ていない。

 学校訪問や学校への求人票の提出を行っている地域について、「北九州市内」が 58.4％と最も多く、
次いで「福岡県内」で 18.7％である。福岡県外に求人票を提出しているのは 22.8％と前回調査
（24.3％）と大きな変化はない。北九州市の若年者が減少する中では、北九州市外からの人材確保の
重要性が高い。新規高等学校卒業者の採用活動は、学校を介して行われるため、事業所と市外高校と

の繋がりが重要である。

（６）今後の採用計画

今後１年間に採用を「予定している」事業所の割合は 56.1％であり、前回調査（51.6％）から 4.5
ポイント上昇しており、「予定していない」事業所の割合は 12.9％と前回調査（16.5％）から 3.6ポイ
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ント低下している。業種別にみると、「予定している」との回答が最も高いのは「建設業」と「運輸・

通信業」であり共に 63.4％、次いで「製造業」が 60.4％である。新型コロナウイルス感染症対策の影
響を大きく受けている「卸・小売業、宿泊・飲食業」は 42.9％と前回調査（32.6％）から 10.3ポイン
ト上昇している。全業種的に、従業員の不足感を反映して採用意欲は高い。

今後１年間に新規学卒者の採用予定がある事業所は 51.9％であり、前回調査（36.1％）から 15.8ポ
イントと大幅に上昇している。その内訳は「高校卒」が 42.9％、「大学・大学院卒」が 33.5％、「短
大・高専・専修卒」が 21.7％である。今後１年間に中途採用を予定している事業所は 41.8％で、前回
調査（41.2％）並みである。その内訳は、「正社員」が 56.7％と最も高い。
 今後の新規学卒者の採用方法では「学校への働きかけ」が 65.4％と依然として高い。学校卒業後の
若年労働者の市外流出が深刻であるため、学校を通じたマッチング機能の重要性は高い。また「ハロ

ーワーク」が 51.2％、「自社ホームページ」が 34.6％、「合同会社説明会」が 30.7％と高い。学生のキ
ャリア意識を喚起するとともに、学生と企業の適正なマッチングを促進するために、企業による「イ

ンターンシップ受入」の重要性は高いが、17.1％と高いとはいえない。中途採用の方法では「ハロー
ワーク」が 78.2％と突出して高く、多くの事業所において中途採用においては公的職業紹介を活用し
ていることがわかる。その他、「自社ホームページ」が 39.6％、「民間就職情報サイト」が 34.9％、「民
間の有料職業紹介所」が 26.2％と高い。
 市外労働者を北九州市の就職につなげる「市のU・Iターン事業」では、新規学卒者については
5.4％、中途採用については 15.3％、「市の若者ワークプラザ北九州」においても新規学卒者で 4.9％、
中途採用で 12.4％と、特に中途採用において一定の存在感がある。
 雇用調整について、「実施した」が 25.4％と前回調査（30.0％）から 4.6ポイント低下している。新
型コロナウイルス感染症の影響がある前に雇用調整について調べた、直近の調査である 2017年度（平
成 29年度）調査では、雇用調整を「実施した」との回答は 18.2％であり、雇用減を示す実施内容の回
答率も低くかった。また雇用調整の実施内容についても、「配置転換」や「教育訓練」が高く、景気回

復基調と労働力不足を背景として，各事業所において労働力を確保するのが難しく配置転換や教育訓

練等で労働力の内部調整を行っていると考えられた。新型コロナウイルス感染症の影響が生じた前回

調査では、雇用調整を「実施した」との回答は 30.0％と大幅に上昇し、「一時休業（一時帰休）」が極
めて高く、雇用減を示す雇用調整実施内容の回答率が高かったことが特徴であった。

 今回調査でも前回調査と同様に新型コロナウイルス感染症拡大の影響があり、「一時休業（一時帰

休）」が最も高く 37.5％ではあるが、前回調査（47.7％）より 10.2ポイント低下している。今後１年
間の見通しとしても 28.1％と低下傾向である。また「新規採用の削減停止」、「中途採用の削減・停
止」、「臨時雇、パートタイム、派遣などの再契約停止・解雇」といった雇用減を示す雇用調整実施内

容の回答率は前回調査と比べると低下傾向である。これら雇用減を示す雇用調整実施内容は今後 1年
間の見通しとしても低下傾向である。新型コロナウイルス感染症の影響がどれくらいの期間継続する

かは依然として見通すことは困難ではあるが、各事業所における社内の対応がある程度、定まってき

たのかもしれない。

今回調査の雇用調整内容として「残業抑制」が 32.6％と高い。これは新型コロナウイルス感染症拡
大の影響を受け実施されたものも含むと考えられるが、近年、推進されている働き方改革の実施を意

識したものも含まれていると考えられる。とりわけ働き方改革関連法の労働時間上限規制への対応が

求められている。

昨年度より、新型コロナウイルス感染症対策として、多くの企業で急速にテレワーク（あるいはリ

モートワーク）の導入が進んだ。テレワークの導入状況について、「導入している」との回答は 24.2％
と前回調査（19.3％）から 4.9ポイント上昇している。リモートワークを「導入している」または「導
入予定である」と回答した事業のうち「研修等のサポートがあれば利用する」との回答は 25.4％と、
公的なサポートへのニーズが一定程度ある。テレワークの頻度は、「主に出社で一部テレワーク」が

75.4％と最も高く、「主にテレワークで一部出社」は 16.2％、「フルテレワーク」は 4.9％である。テレ
ワークの課題としては「社員間のコミュニケーションが希薄になる」が最も多く 43.0％、「顧客対応が
困難になる」が 30.3％など、その他多くの課題が回答されている。テレワークを導入していない企業
の、導入しない理由は「出社しなければできない業務が多いため」が 87.3％と突出して高い。
 近年、テレワークは時間や場所に制約されぬ働き方として注目されており、この動きは働き方改革

や多様な働き方の推進と整合的である。しかしながら新型コロナウイルス感染症拡大を機に広がった

テレワークは、業種や企業規模によって、導入が進んだ事業所とそうでない事業所と二分される傾向

がある。このことが職場の働きやすさの格差につながる可能性があることに注意する必要がある。ま

たテレワーク導入を契機に、IT化による業務効率化や出張等の見直しによる効率化の動きも加速して
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いる。これらの動きは、業種や企業規模によって濃淡があり、事業生産性や労働待遇の格差拡大につ

ながることが懸念される。個々の企業のテレワークをはじめとする業務 IT化への取り組みは、個々の
企業の業務効率を高めるだけではなく、長期的には社会インフラが整えられることにより社会全体に

恩恵があると考えられている。

 採用活動時のオンライン面接について、「実施している」との回答は 21.9％と前回調査（11.4％）か
ら 10.5ポイントと大きく上昇している。実施予定も含めると 25.8％と高い。2019年度末より新型コ
ロナウイルス感染症対策により、2020年度新規学卒者向けの対面式の企業説明会や採用選考の中止や
延期が相次ぎ、オンライン面接といった企業の採用活動のオンライン化が進んだ。また学生側の就職

活動へのオンライン対応が進んでおり、企業の採用活動のオンライン対応の可否は、採用に直結する

可能性がある。

2018年 10月に、経団連（日本経済団体連合会）は新規大卒者の採用活動時期の目安である就職活
動ルールを、2021年度春入社の新卒者を対象とした採用活動から廃止することを決定した。今後は政
府主導で現行が維持されることになっている。2022年度春入社の新卒者を対象とした採用活動が一服
し、2023年度春入社への動きが始まっている今回の調査において、現行の就職活動ルールが廃止され
ることによる影響について、「今までとあまり変わらない」という回答が最も高く 42.2％となってい
る。また「早期に学生へアプローチでき、採用活動を有利に進めることができる」との肯定的な回答

は 4.9％と低い。一方、「学生が大手企業・人気企業に集中し、人材確保が一層困難になる」が
24.9％、「活動の早期化・長期化が進むため、採用活動開始時期の見極めが難しい」が 24.2％と高く、
就職活動ルール廃止によって採用活動が困難になることに対する警戒感が高い。また「採用活動が長

期化し、業務負担が大きくなる」が 13.2％と、採用業務の負担増への危惧も一定程度ある。
近年、学生とのアクセス手段を確保するためやミスマッチによる早期離職を防ぐために、インター

ンシップを実施する企業が増えており、学生のキャリア意識醸成のためにもインターンシップの機会

拡大は望ましい。今回調査においてインターンシップを導入している事業所は 20.6％と前回調査
（18.1％）より 2.5ポイント上昇している。インターンシップを「導入している」と回答した事業所に
ついて、その募集窓口としては、「自社で募集」が 37.6％と最も高く、次いで「民間の就職情報サイト
（リクナビ、マイナビ等）を経由して募集」35.9％と高い。自社募集や民間の就職情報サイトでの募
集で十分な参加者数を募るのは、既に十分な知名度がある場合が多いため、そうでない多くの事業所

が、このような方法で参加者を確保することは困難である。そのような中、「北九州商工会議所（北九

州市委託）を経由して募集」は 21.4％と高く、「北九州地域産業人材育成フォーラムを経由しての募
集」は 8.5％、「九州インターンシップ推進協議会を経由しての募集」は 4.3％と一定の存在感がある。
「その他」が 26.5％であり、この中には、学校を経由したインターンシップ募集も多く含まれている
かもしれない。多くの学校でキャリア教育の一環としてインターンシップ参加を推進しており、各事

業所にとってインターンシップ募集のチャネルとしての重要性は高い。また学校側としても学生の就

職支援に留まらず、中長期的視野に基づいたキャリア教育や課題解決能力向上の観点からインターン

シップを重視する動きがある。

 インターンシップの期間については、「5日間程度」が 28.2％、「1日」が 27.4％、「2～3日間」が
20.5％と、計 76.1％が 1週間未満である。「2週間程度」は 13.7％、「1か月程度」は 5.1％と限定的で
ある。インターンシップの実施方法は「対面で実施」が最も多く 76.1％であり、「対面とオンラインを
組み合わせて実施」が 12.8％、「オンラインで実施」9.4％である。インターンシップの内容について
は、「職場見学・業務体験」が最も多く 79.5％、「講義・セミナー（企業・事業内容の説明）」が
36.8％、「社員との交流会（座談会）」が 29.9％、「課題解決（与えられたテーマへの取り組み）」が
24.8％、「就業体験（一定期間、実際の業務に従事）」が 20.5％である。インターシップを導入してい
る企業の、今後の実施予定については、「継続（現状維持）予定」が 81.2％と最も高く、「拡大予定」
は 12.0％と、実施意欲は高い。今後インターンシップの拡大を予定していない事業所（導入していな
い、導入しているが継続（現状維持）予定、導入しているが縮小・廃止予定）について、その理由と

しては「社内の人員・実習場所の確保が困難」が 30.5％、「社内調整が難しい」が 29.7％、「採用につ
ながらない」20.7％、「プログラムの企画・ノウハウがない」が 18.0％、となっている。小規模企業ほ
どインターンシップ実施のコストは相対的に高く、必ずしも採用につながらないため、実施するイン

センティブは低い。

 近年、1dayインターンシップといった短期間のインターンシップの増加傾向がみられる。インター
ンシップの意義に立ち返ると必ずしも望ましい傾向ではないが、事業所や参加者の負担を鑑みると一

定の合理性がある。近年の懸念事項としては、加熱する人材獲得競争を背景に、広い意味であっても

就業体験を含まないプログラムが、インターンシップと称されて募集されることである。学生と事業
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所の適正なマッチングのためには、学生側が十分な期間の就業体験などを通じて事業や仕事への理解

を深める必要があるが、一方で多様な事業所のインターンシップへの参加も必要となる。必ずしも採

用に繋がらない質の高いインターンシッププログラム提供は、事業所の負担が大きい。またインター

ンシップ参加と学業の整合性も求められている。これらを解決するためには、各事業所、行政、学校

の連携は欠かせない。

1990年代から 2000年代半ばにかけて厳しい雇用環境の中、新規学卒者として就職活動に臨んだ 37
歳から 52歳の世代は就職氷河期世代と呼ばれる。この世代は、若年期に正社員として就業することが
困難であったり、十分なキャリアを積む機会を得られなかったりした者の割合が高く、その後、雇用

環境が回復するも状況を改善させることが難しいことで知られる。今回調査で就職氷河期世代の人材

の、正規雇用としての登用について、「資格や実務経験があり、即戦力となる人材がいれば、正規雇用

する予定」が 48.9％と最も高く、次いで「未経験者であっても正規雇用する予定」が 22.2％となって
いる。さらに、「自社の非正規雇用社員を正規雇用に転換する予定」の 3.0%を合計すると、74.1％に
上る事業所が、就職氷河期世代の人材を正規雇用する意向がある。正規雇用としての登用において重

視する条件としては、「業務に関する実務経験」が 40.9％、「業務に関連する知識、資格」が 23.1％と
実務経験や技能を条件とする割合は高い一方で、「自社で長く働く意欲があること」が 47.3％、「誠実
性が見られること」が 37.4％、「コミュニケーション能力」が 34.9％と、必ずしも実務経験に関連しな
い適性を条件とする割合も高い。

採用後の人材育成制度としては「上司や社員等による OJT制度」が 52.5％、「研修やセミナー等の斡
旋または社内での実施」が 38.4％と高い。就職氷河期世代の登用の課題については、「給与や雇用形態
等、採用条件の設定が難しい」が 26.3％と最も高く、「同世代に与えられる採用ポストが無い」が
8.2％と次いで高い。新規学卒者や若年者を採用し、社内でキャリアを積んでいくことを想定して定め
られた人事制度等の中に、37歳から 52歳の年齢層である就職氷河期世代を、そのまま組み入れるの
は困難を伴い、そのことが就職氷河期世代を生んだ制度的原因ともいえる。慢性的な人手不足の中で

労働力を確保していくことと生産性を向上していくことを両立するためには、女性活用も含む多様な

働き方、多様なキャリアパスを許容する人事制度の構築が急務である。

４．高年齢者（５５歳以上）雇用について

（１）高年齢者の採用状況

 過去 1年間に高年齢者（55歳以上）を採用した事業所は 38.8％で前回調査（39.7％）と大きな変化
はない。採用された者の年齢構成を男女別にみると、男性は 55～69歳が多く、女性は 55～64歳まで
が多い。採用された男女別の雇用形態を見ると、女性はパートタイムが突出して多く、男性はパート

タイム、臨時雇、正社員のいずれも多い。高年齢者を採用した理由では、「技能や経験の活用」が

57.7％と最も多く、次いで「高年齢者でもできる業務がある」が 40.5％、「若年者が採用できないた
め」が 24.5％である。高年齢者の採用職種は、「専門・技術職」が 31.8％と最も高い。業種別では「不
動産、サービス業」の採用数が全体のおおよそ半数を占め、突出して高い。採用後に退職した場合の

理由として、「体力・健康」が 22.3％と最も高い。

（２）高年齢者の採用計画

 今後１年間に採用を予定している事業所の割合は 36.9％であり、前回調査（30.7％）並みである。
採用したい雇用形態としてはパートタイムが最も多く 55.5％、次いで正社員が 48.3％、臨時雇が
34.0％である。正社員の採用意向が前回調査（40.0％）から 8.3ポイント上昇している。高年齢者を採
用したい理由については「技能や経験の活用」が最も高く 60.8％、「高年齢者でもできる業務である」
が 51.2％、「若年者を採用できないため」が 30.6％である。高年齢者を採用したい職種は「専門・技術
職」が最も高く 36.8％、「サービス職」が 18.7％と高い。

（３）高年齢者の雇用確保の取組

 今年度 2021年 4月 1日に施行された改正高年齢者雇用安定法により、事業主は 65歳までの雇用確
保の義務に加え、65歳から 70歳までの雇用確保の努力義務が課されることになった。高年齢者の雇
用確保措置の実施内容では「継続雇用制度の導入」が 58.6％と最も多く、「定年の引上げ」が 9.2％、
「定年の定めの廃止」が 2.6％である。「検討中」との回答は低くなく 21.7％であった。今後の対応が
注目される。導入した継続雇用制度における雇用終了年齢は 65歳が 49.1％と最も高く、「年齢の定め
なし」は 25.3％、「70歳以上」が 14.5％、「66～69歳」が 11.1％である。継続雇用制度を導入した事
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業所の半数は雇用終了年齢が 65歳以上である。継続雇用された労働者の賃金については、定年前の
「6割～7割」が 38.9％と最も高く、「8割～9割」が 28.0％と次いで高い。
 高年齢者雇用で重要視する点としては「健康上大きな問題がないこと」が 49.6％、「働く意欲がある
こと」が 46.2％と高く、高年齢者の働く意思と健康であることが重視されている。これまでの調査結
果と大きく異なる点は、高年齢者雇用で重要視する点の全項目の回答率が大幅に低下している点であ

る。高年齢者雇用安定法改正を受けて、高年齢者の条件を問わず雇用を継続するからかもしれない。

高年齢者雇用で配慮が必要と考える点については「健康面への特段の配慮」が 45.9％、「経験や技能を
活かすことのできる職場への配置」が 40.7％、「肉体的負担の少ない仕事への従事」が 37.2％となって
いる。今後も高年齢労働者の増加、高齢化が見込まれることから、高年齢労働者を活用するための一

層の環境整備が必要である。

 高年齢労働者は、その年齢ゆえに肉体的負担の軽減や健康への特段の配慮が必要であり、また短時

間労働といった多様な働き方へのニーズがある。それらに応えるための１つの方法として、ワークシ

ェアリングの導入が挙げられる。ワークシェアリングとは、これまで１人が担っていた仕事を、複数

人で行うことにより、一人ひとりの業務の負担を軽減し、効率的かつ生産性の高い業務運営を目指す

働き方のことである。高年齢者の雇用促進のためのみならず、多様な労働者の働き方のニーズに応

え、人手不足を解消するためにも、業務を細分化して分業を可能とするワークシェアリングの導入は

有用であると考えられる。今回調査において、ワークシェアリングを導入している事業所割合は

9.2％、検討中は 8.3％と限定的である。ワークシェアリング導入の理由としては、「人手不足を補うた
め」が 61.5％と突出して高く、次いで「事業ノウハウの承継に役立つため」が 19.2％と高い。一方、
ワークシェアリングを導入していない理由としては、「シェアできる仕事がない」が 63.7％と最も高
く、「社内の合意形成が困難」が 12.1％と次いで高い。ワークシェアリング導入には、業種や職種によ
っては業務内容や遂行方法の大幅な見直しが必要である場合が多いため、現時点においては、事業所

にとってのハードルは高いようである。ただし、前述のようにワークシェアリング導入への取り組み

は、人手不足の解消と業務効率化を目指すことと整合的であるため、その意義を多くの企業で共有し

ていくことが必要と考えられる。

5．外国人材の活用について
（１）外国人材の雇用状況

 深刻な人手不足を背景に外国人材への関心が高まる中、新型コロナウイルス感染症拡大への水際対

策強化等により外国人材の受け入れが幾分鈍化している状況である。このような中、現在の外国人材

の雇用状況について「雇用している」と回答した事業所は 19.0％であり、前回調査（17.4％）並みで
ある。それらの事業所のうち、今後の外国人材の雇用予定について「現状を継続」は 40.7％、「増加」
は 16.7％である。外国人材を雇用している理由として、「人手不足への対応（国内学生の採用難）」が
最も高く 55.6％と最も高く、人手不足解消のための外国人材ニーズが高いことが伺える。「専門的知
識・技能等を有する優秀な人材の確保」も 36.1％と次いで高い。「高度人材」（専門的・技術的分野の
在留資格）を雇用している事業所における高度人材の業務内容については、「その他」（自動車整備、

他従業員と同様の業務内容、語学を生かした営業、施工管理など）が最も多く 36.8％、「機械設計等の
技術者」31.6％、「ITエンジニア」が 26.3％などである。前回調査から「海外展開・取引等の業務」
が低下し、「機械設計等の技術者」や「ITエンジニア」が大きく上昇するといった変化が見られるが、
高度人材を雇用する事業所サンプルが少ないため、今後の動向を注視する必要がある。

 外国人材を雇用している事業所が抱える課題としては、「コミュニケーションがとりづらい」が

40.7％、「生活習慣のギャップ」が 16.7％と、言語や文化の違いへの対応に苦慮している様子が伺え
る。「仕事を十分に身に着けてもらえない」、「なかなか定着しない」、「地域社会（住民）からの理解を

得るのが大変」といったネガティブな課題への回答は低い傾向がある。一方「在留資格申請や実習計

画認定の手続きなどに手間がかかる」26.9％、「思ったよりコストがかかる」22.2％、「研修や教育など
に手間がかかる」21.3％と、外国人材活用にあたっての金銭的・非金銭的負担を課題としている事業
所が少なくない。

 外国人材を雇用していない事業所の外国人材雇用についての意向は、「雇用したいと思う」が 10.5％
と限定的である。そのうち、希望する在留資格は、「技能実習生」は 34.0％と最も高く、次いで「特定
技能」が 25.5％と高い。「特定技能」は、2019年 4月より受入れが開始した外国人新在留資格であ
り、外国人材の活用の幅が広がることが期待されている。「特に決まっていない」は 31.9％と多く、在
留資格を限定せず、幅広く外国人材の活用を検討している事業所が多いことが伺える。「高度人材」は

12.8％と限定的である。
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 外国人材雇用について「雇用したいと思わない」は 41.0％、「よく分からない」は 43.9％と、外国人
材を雇用していない事業所の多くは、外国人材雇用に現時点で前向きでない。その理由として、「事業

所に外国人材を受け入れることについて抵抗がある」は 5.8％、「過去に外国人材を雇用したがうまく
いかなかった」は 5.8％と高くなく、外国人材の雇用に対する抵抗感は小さい。一方で、「事業所に受
け入れ体制ができていない」が 50.7％と最も高い。また言語、慣習、文化の違いに対する不安や業務
上必要な技能、資格、知識などの修得させることへの不安など、総じて外国人材雇用の不確実性が大

きいことが雇用の足かせになっていることがわかる。

 外国人材の獲得競争は世界を舞台にすでに始まっており、働く場・生活の場としての北九州市の魅

力を海外にも発信することが重要になっている。人口減少により人手不足に悩む北九州市において

は、外国人材の受け入れ態勢の整備が急務であり、そのために行政の果たす役割は大きい。外国人材

の受け入れ態勢の整備は、国内の多様な人材活用のための取り組みと整合的な部分も一定程度ある。

各事業所で共通する課題にあっては、共同で取り組むことで負担を軽減できるものもあると考えら

れ、今後、工夫が必要であると考えられる。

6．労働関係の制度改正への対応について
（１）「働き方改革関連法」について

2018年 7月に「働き方改革関連法」が改正され、2019年 4月より順次、施行が始まっている。主
だった改正内容として、「時間外労働の上限」、「有給の確実な取得」、「同一労働同一賃金」などが挙げ

られる。これに伴い、各事業所において法改正を反映した社内制度を整える必要がある。また働き方

改革に関連する助成金制度も準備されている。「働き方改革関連法」の適用が順次始まっている 2022
年 1月時点の今回調査において、「働き方改革関連法」が改正されたことについて「知っている」との
回答は 97.5％と高い。また「改正内容まで知っている」との回答は 69.4％と前回調査（70.7％）から
伸び悩んでいるため、内容の理解度の向上をより促すことが望ましい。

 働き方改革の取組を進めるにあたって課題と感じる点については、「賃金引上げに活用できる支援制

度が分からない」が 12.7％、「業務改善について助成金を利用したいが、利用できる助成金が分からな
い」が 12.3％、「時間外労働を減らすための設備導入に活用できる支援制度が分からない」が 10.6％
と、助成金や支援制度に関する課題が一定割合ある。また「新しい制度に対応するための労務管理の

方法が分からない」が 14.5％、「就業規則の作成方法、見直すポイントが分からない」が 10.2％と低く
なく、働き方改革に対応した就業規則や労務管理といった社内制度の具体的な対応にあたって、苦慮

している事業所が一定割合ある。働き方改革への対応には、必要に応じて外部の専門人材の助言が必

要となることもある。「どこに相談したらいいか分からない」という回答が 6.9％と一定程度あること
から、入口として相談窓口を紹介していくことの重要性は引き続き高い。

 深刻な人手不足の中で、働き方改革を実施していくことは少なくとも短期的にはコスト増に繋がり

やすいが、「働き方改革関連法」への対応のみに注力するのではなく、生産性向上と働きやすく魅力的

な職場を目指して、業務フローや人事制度などを抜本的に見直すことが各事業所の中長期的な利益に

なる。事業所と従業員の利益が共に改善される方向へ検討していくことが望ましい。

７．新型コロナウイルス感染症に伴う支援の活用について

（１）新型コロナウイルス感染症に伴う行政支援の活用

 昨年度から引き続き、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による負担軽減のための様々な行政支

援が実施されている。感染症に伴う行政支援を「活用した」との回答は 52.4％と前回調査（60.8％）
から、8.4ポイント低下するも、多くの事業所が行政支援を活用している。活用した助成の内容は、雇
用維持を目的として従業員への休業手当支払いなどを助成する「雇用調整助成金（緊急雇用安定助成

金を含む）」が 53.9％と最も多い。また事業所が、休業手当の支払いが困難である場合、従業員に直接
支給される助成金である「新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金」は 8.4％である。今年
度も特に感染症拡大の影響が大きい特定産業において事業縮小を余儀なくされた事業所が多いこと、

雇用調整として「一時休業（一時帰休）」を実施した事業所割合が 37.5％であることを鑑みると、多く
の事業所に行政支援が行き渡っていることが伺える。昨年度と比べると感染症対策が局所的、限定的

に実施されるようになったためか、「雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金を含む）」を除くと、総じ

て行政支援の活用は低下している。例えば小学校等に通う子の保護者である従業員の休職を有給扱い

とする事業所の負担を助成する「小学校休業等対応助成金」は 12.5％と前回調査（26.9％）から 14.4
ポイント低下している。今年度は、感染症対策として学校等での一斉休講措置がとられることはな

く、局所的な休校措置であったためと考えられる。
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助成申請の検討にあたり活用した相談窓口は、「相談はしていない」が 45.1％と最も高いが、「新型
コロナウイルス事業者向け相談窓口（小倉・戸畑・黒崎）」12.5％、「各種助成に関わるコールセンタ
ー窓口」18.2％、「北九州商工会議所」3.0％と、公的な相談窓口の利用率は高く、その役割の大きさが
伺える。

８．おわりに

北九州市における 2021年度の雇用情勢は、新型コロナウイルス感染症の再拡大などの影響を受ける
も引き続き各事業所における従業員の不足感が強く、主に若年者や実務経験者等の不足により従業員

の採用が困難な状況が続いている。今後も国内外の感染症収束の見通しは立っていないが、新型コロ

ナウイルス感染症のワクチン接種率が高まり、社会経済の感染症拡大への対応もある程度定まってき

たためか、各事業所の業況見通しは暗くなく、全体として従業員の不足感を反映して今後の採用意欲

も高い。一方で国内外の感染症拡大の影響を受けやすい業種・事業所もあるため、引き続き警戒と支

援体制が必要である。

人手不足に悩まされている事業所が多く、このことは新型コロナウイルス感染症等による景気の影

響に大きく左右されていない。とりわけ全業種的に若い年齢層への不足感が強く、人材獲得競争は厳

しさを増している。全国的な少子高齢化を伴う人口減少に起因して、慢性的な労働力不足は今後も各

事業所の課題になると考えられる。これに対して各事業所や行政の様々な対策が検討・実施されてお

り、市内人口の流入増加と流出の低減、人材のさらなる掘り起こし、人材と事業所の効率的マッチン

グ、国内外の多様な人材の有効活用は着実に前進しているが、即効性を期待するのは難しい状況であ

るため中長期的視野に基づく施策が必要である。

 これまでよりも多様な人材を積極的に活用していくためには、困難を伴うが、職務内容や職務範囲

と責任及びその評価といった職務記述をより明確にしていくことが必要かもしれない。職務担当者の

引継ぎや代替をスムーズにし、場合によっては職務を細分化することによるワークシェアリングによ

って、多様な働き方を許容することができる。また職務に必要な能力を明確にすることによって従業

員の効率的な能力開発を促すこともできる。これらの取り組みは業務フローの見直しにもつながりや

すく、また IT技術などを通じた省力化を前進させる。
 事業所内のコミュニケーションのあり方も再検討が必要かもしれない。円滑な業務遂行のためには

公式のコミュニケーションのみならず、非公式のコミュニケーションも重要となるが、一般に非公式

のコミュニケーションは就業時間外に行われたり、特定の人間関係の中で行われたりする傾向があ

り、このことが多様な人材の活用を妨げている可能性がある。また非公式のコミュニケーションによ

って職務記述の不明瞭さが補完されることもあり効率的である反面、明確な職務記述が進まないとい

った問題点もある。新型コロナウイルス感染症対策としてテレワークが急激に広がったこと、飲食を

伴う会合が抑制されていることなどにより、従業員間のコミュニケーション不足が課題となってお

り、対策として新しいコミュニケーションのあり方の試行が始まっている。

 近年では先端技術を活用した人的資源管理であるHRテクノロジーが注目を浴びる。このトレンド
もあり、早期離職防止、働き方改革への対応、従業員の内発的動機の刺激、業務現場の意見を広く募

るといったことを目的として、従業員単位や職場単位の定期的な事業所内調査が盛んである。長期的

には生産性向上のための基礎強化につながるため望ましい傾向であるといえる。事業主側としては強

い改善意向はあるものの、真の従業員の要望や職場の状態を把握するのは容易ではない。就業環境・

職場改善の PDCAサイクルを確立するためには、職場の定期的な恣意性のないアセスメント評価は欠
かせない。このような取り組みは、事業主の職場改善の姿勢が従業員へ伝わることにより、従業員の

就業意欲を向上させることであろう。

 限られた人的資源を企業や事業所の枠を超えて、社会的にシェアするという発想は新しくないが、

検討の価値が増している。これまでは労働者それ自身を各事業所に再配置したり、大きな業務単位で

事業所外に業務を再配置したりといった、労働者の事業所間移動、労働者派遣、業務請負といった方

法が主流である。一方、近年、注目されるのは、従業員が事業所と直接雇用を結びながら、別の事業

所と直接雇用契約を結ぶ形態である。新型コロナウイルス感染症拡大以前より、事業所内の業務に制

限されることなく業務経験を積むことで従業員の能力開発を促進すること、事業所の業績変動に左右

されず従業員の収入を安定させること、従業員の社会活動を促進させることなどを目的に、一部企業

で兼業規定の緩和の動きがあった。従業員を各企業が囲い込むことのメリットも大きいが、そのリス

クも含めコストも増大傾向である。自社従業員の兼業規定を緩和するとともに、逆に外部からの兼業

の人材受け入れも検討に値する。
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 以上の方向性への取り組みは、DX（デジタルトランスフォーメーション）、働き方改革、ワークラ
イフバランス、ダイバーシティーの推進とも親和性が高い。性、年齢、家庭環境、国籍、その他、多

様な背景に制約されない効率的な人的資源の活用を進めていく基盤となる。このための課題は多様で

あるが、事業所間で共通する課題も多く、各事業所が課題解決の検討にあたって、情報共有や共同検

討する場の提供といった行政の役割が期待される。



Ⅱ 調 査 報 告 
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Ⅱ 調査報告書

第１章 調査の概要 

１．調査の目的 

  市内事業所の雇用動向（従業員数の推移、採用状況等）を調査・分析し、今後の雇用対策の基礎

資料とするとともに、関係機関に情報を提供する。

２．調査対象 

市内の従業員 20人以上の民営事業所（約 4,500事業所）から無作為に抽出した 1,500事業所

３．調査方法 

郵送によるアンケート調査

４．調査期間 

令和 4年 1月 7日～令和 4年 1月 31日（調査基準日：令和 4年１月１日）

５．回収結果 

配布数：1,500件
回収数（集計対象件数）：567 
回収率：37.8％

６．調査項目 

（１） 「事業所の概要について」 

名称、所在地、記入者

（２） 「Ⅰ．業種、従業員数等について」

業種、業況判断

従業員数・従業員構成等

（３） 「Ⅱ．採用状況等について」 

従業員の過不足

従業員の採用状況、従業員構成

採用後３年以内の離職状況

今後の採用計画

雇用調整の実施状況

リモートワーク導入状況、オンライン採用活動状況

大学生の就職活動ルールの変更

インターンシップの取組

就職氷河期世代の雇用状況

（４） 「Ⅲ．高年齢者（55 歳以上）雇用について」 

高年齢者の雇用状況

（５） 「Ⅳ．外国人材の雇用について」 

外国人材の雇用状況

（６） 「Ⅴ．労働関係の制度改正への対応について」 

労働関係の制度改正への対応状況

（７） 「Ⅵ．新型コロナウイルス感染症に伴う支援の活用について」 

新型コロナウイルス感染症に伴う支援の活用状況
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７．標本構成 

図 1 行政区 

※ｎ：回答者数（以下同様） 

図 2 業種別 

※各割合は、原則として表示単位未満を四捨五入した。このため、総数と内訳の合計が一致しない場合がある（次頁以降も同様）。 

10.2 27.9 12.7 11.1 8.8 23.1 6.2
0.0

全体

(n=567)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

門司区 小倉北区 小倉南区 若松区

八幡東区 八幡西区 戸畑区 無回答

12.5 16.0 36.9 1.9 12.5 16.0 4.1
0.0

集約後

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設業 卸・小売業、宿泊、飲食業

不動産業、サービス業 金融業、保険業

運輸・通信業 製造業

その他 無回答

12.5 12.5 3.5
1.9

18.5 3.4 13.1
1.9

9.7
2.8

16.0 4.1

0.0

集約前

建設業 卸売業、小売業

宿泊業、飲食サービス業 不動産業、物品賃貸業

医療、福祉 教育、学習支援業

その他サービス業 金融業、保険業

運輸業、郵便業 情報通信業

製造業 その他

無回答
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※業種集約 

図 3 従業員規模別 

【業種集約前】 【業種集約後】

業種 回答件数 構成比(%) 業種 回答件数 構成比(%)

建設業 71 12.5 建設業 71 12.5

卸売業、小売業 71 12.5

宿泊業、飲食サービス業 20 3.5

不動産業、物品賃貸業 11 1.9

医療、福祉 105 18.5

教育、学習支援業 19 3.4

その他サービス業 74 13.1

金融業、保険業 11 1.9 金融業、保険業 11 1.9

運輸業、郵便業 55 9.7

情報通信業 16 2.8

製造業 91 16.0 製造業 91 16.0

その他 23 4.1 その他 23 4.1

無回答 0 0.0 無回答 0 0.0

運輸・通信業 71 12.5

卸・小売業、宿泊、飲食業 91 16.0

不動産業、サービス業 209 36.9

26.8 34.6 14.8 9.7 13.2
0.9

全体
(n=567)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29人以下 30～99人 100人～299人
300人～ 999人 1,000人以上 無回答
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図 4 業況判断別：3ヶ月前比較 

図 5 業況判断別：3ヶ月後予測 

11.3 67.7 19.4 1.6
全体

(n=567)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

好転している 横ばいである 悪化している 無回答

11.3 68.8 18.2 1.8
全体

(n=567)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

好転するだろう 横ばいだろう 悪化するだろう 無回答
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第２章 調査結果 
１．雇用の現状について

（１）雇用形態別従業員構成

雇用形態別の従業員構成の割合は、正社員が68.3％で最も高く、次いでパートタイム19.9％となって

いる。前回調査（令和３年1月）と比べると、正社員が5.4ポイント上昇し、パートタイムが5.5ポイ

ント低下している。

男女別に見ると、正社員の割合は男性 7割以上に対し女性は 5割で、男女間に差がみられる。 

回答のあった 552事業所の総従業員数 39,187人、うち男性が 22,531人(57.5％)、女性が
16,656人(42.5％) で、1事業所あたりの平均は 71人となっている。
雇用形態別構成比は、正社員が 68.3％で最も高く、次いでパートタイムが 19.9％となってい
る。男性は正社員が 77.5％で最も高いが、女性では正社員割合は 56.0％にとどまり、パートタイ
ムが 33.3％となっており、男女間で雇用形態に差がみられる。
従業員全体の年齢別構成は、男女ともに 45～54歳が最高となっている。

表 1 雇用形態別従業員数 

図 6 雇用形態別従業員構成比 

単位：【上段】人 合計

n=552 【下段】％ 24歳以下 25～34歳 35～44歳 45歳～54歳 55～64歳 65歳以上

正 社 員 男 性 従 業 員 数 17,457 1,160 3,215 4,250 5,087 2,950 795

26,783 《77.5%》 年 齢 別 構 成 比 6.6 18.4 24.3 29.1 16.9 4.6

《68.3%》 女 性 従 業 員 数 9,326 1,022 2,197 2,307 2,472 1,147 181

《56.0%》 年 齢 別 構 成 比 11.0 23.6 24.7 26.5 12.3 1.9

臨 時 雇 男 性 従 業 員 数 2,440 118 305 200 196 857 764

4,149 《10.8%》 年 齢 別 構 成 比 4.8 12.5 8.2 8.0 35.1 31.3

《10.6%》 女 性 従 業 員 数 1,709 114 313 304 317 378 283

《10.3%》 年 齢 別 構 成 比 6.7 18.3 17.8 18.5 22.1 16.6

パ ー ト タ イ ム 男 性 従 業 員 数 2,246 371 161 174 211 355 974

7,790 《10.0%》 年 齢 別 構 成 比 16.5 7.2 7.7 9.4 15.8 43.4

《19.9%》 女 性 従 業 員 数 5,544 389 560 958 1,377 1,178 1,082

《33.3%》 年 齢 別 構 成 比 7.0 10.1 17.3 24.8 21.2 19.5

出 向 男 性 従 業 員 数 388 23 32 33 131 154 15

465 《1.7%》 年 齢 別 構 成 比 5.9 8.2 8.5 33.8 39.7 3.9

《1.2%》 女 性 従 業 員 数 77 4 7 10 22 19 15

《0.5%》 年 齢 別 構 成 比 5.2 9.1 13.0 28.6 24.7 19.5

合 計 男 性 従 業 員 数 22,531 1,672 3,713 4,657 5,625 4,316 2,548

39,187 《100.0%》 年 齢 別 構 成 比 7.4 16.5 20.7 25.0 19.2 11.3

《100.0%》 女 性 従 業 員 数 16,656 1,529 3,077 3,579 4,188 2,722 1,561

《100.0%》 年 齢 別 構 成 比 9.2 18.5 21.5 25.1 16.3 9.4
《　》内は雇用形態別構成比

62.9

68.3

73.2

77.5

50.8

56.0

10.4

10.6

11.1

10.8

9.7

10.3

25.4

19.9

13.8

10.0

39.1

33.3

1.2

1.2

1.9

1.7

0.4

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(n=43,576)

今回(n=39,187)

前回(n=23,594)

今回(n=22,531)

前回(n=19,982)

今回(n=16,656)

正社員 臨時雇 パートタイム 出向

全
体

男
性

女
性
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（２）従業員の増減

1年前と比較して、従業員が増加した事業所の割合から減少した事業所の割合を引いたＤＩは、▲14.3

ポイントと前回調査（▲9.9）より4.4ポイント下回っている。 

雇用形態別にＤＩを見ると、正社員では▲8.1ポイントと前回調査を 1.7ポイント下回ってい
る。パートタイムでは 2.7ポイント上回り▲7.1ポイントとなっている。

図 7  1 年前と比べた従業員の増減 

20.4

19.2

23.9

22.9

8.5

9.7

12.9

11.8

2.9

2.8

31.7

31.4

38.2

37.7

22.5

24.3

34.1

35.6

16.0

14.5

30.3

33.5

30.3

31.0

13.1

10.9

22.7

18.9

2.0

1.6

0.0

0.0

0.5

1.8

30.3

52.6

11.4

28.2

47.7

80.1

17.5

15.9

7.2

6.5

25.6

2.5

18.9

5.5

31.3

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回

今回

前回

今回

前回

今回

前回

今回

前回

今回

増加 変わらない 減少 いない 無回答

全
体

臨
時
雇

出
向

正
社
員

パ
ー
ト
タ

イ
ム

今回：n=567

前回：n=587
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（３）派遣・業務請負従業員数

派遣従業員のいる事業所は全体の26.5％で、派遣従業員数の内訳は男性44.9％、女性55.1％となって

おり、女性が男性を上回っている。 

業務請負従業員のいる事業所は全体の17.6％となっている。 

① 派遣従業員数

派遣従業員数の合計は 1,344人で、男性が 44.9％、女性が 55.1％となっており、女性の割合の
方が高くなっている。年齢別に見ると、男性、女性とも 35～44歳の割合が最も高くなっている。

1年前と比較した派遣従業員数の増減については、「増加」した事業所が 38.7％、「減少」した
事業所が 18.7％となっており、「増加」が「減少」を 20.0ポイント上回っている。

図 8  派遣従業員の有無            図 9  1 年前と比べた派遣従業員数の増減 

表 2 派遣従業員数（男女別・年齢別）

26.5

26.6

71.4

71.2

2.1

2.2

今回

(n=567)

前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる いない 無回答

38.7

24.4

42.7

44.2

18.7

28.2

0.0

3.2

今回

(n=150)

前回
(n=156)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
増加 変わらない 減少 無回答

単位：【上段】人 合計

【下段】％ 24歳以下 25～34歳 35～44歳 45歳～54歳 55～64歳 65歳以上 不明

男 性 従 業 員 数 603 15 48 56 44 38 23 379

《44.9%》 年 齢 別 構 成 比 2.5 8.0 9.3 7.3 6.3 3.8 62.9

女 性 従 業 員 数 741 18 59 80 71 27 10 476

《55.1%》 年 齢 別 構 成 比 2.4 8.0 10.8 9.6 3.6 1.3 64.2

合 計 従 業 員 数 1,344 33 107 136 115 65 33 855

《100.0%》 年 齢 別 構 成 比 2.5 8.0 10.1 8.6 4.8 2.5 63.6
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図 10 派遣従業員数（男女別） 

表 3 派遣従業員数（業種別） 

② 業務請負従業員数

業務請負従業員数の合計は、3,965人となっている。業種別構成を見ると、不動産業、サービス
業が 56.2％で最も多くなっている。

1年前と比較した業務請負従業員数の増減については、「増加」した事業所が 11.0％、「減少」
した事業所が 14.0％となっており、「増加」が「減少」を 3.0ポイント下回っている。

図 11 業務請負従業員の有無          図 12  1 年前と比べた業務請負従業員数の増減 

表 4 業務請負従業員数（業種別）

従業員（人） 構成比(%)

1,344 100.0

建設業 21 1.6

卸・小売業、宿泊、飲食業 91 6.8

不動産業、サービス業 460 34.2

金融業、保険業 19 1.4

運輸・通信業 438 32.6

製造業 307 22.8

その他 8 0.6

業
種

n=150

全体

17.6

21.3

81.0

75.8

1.4

2.9

今回

(n=567)

前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
いる いない 無回答

11.0

9.6

74.0

73.6

14.0

13.6

1.0

3.2

今回

(n=100)

前回

(n=125)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
増加 変わらない 減少 無回答

従業員（人） 構成比(%)

3,965 100.0

建設業 112 2.8

卸・小売業、宿泊、飲食業 65 1.6

不動産業、サービス業 2,228 56.2

金融業、保険業 4 0.1

運輸・通信業 589 14.9

製造業 773 19.5

その他 194 4.9

n=98

全体

業
種

51.9

44.9

48.1

55.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体：前回
(n=1,521)

今回
(n=1,344)

男性 女性
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（４）従業員の過不足感

従業員全体の過不足状況は、｢不足している｣が53.4％、｢過剰である｣が3.4％となっている。「不足し

ている」の割合から「過剰である」の割合を引いたＤＩは50.0ポイントで、前回調査（41.4ポイント）

に比べると8.6ポイント上昇しており、不足感は強まっている。 

① 従業員の過不足感：業種別

業種別にＤＩを見ると、すべての業種でプラス（不足超）となっており、建設業（59.2ポイン
ト）、運輸・通信業（57.8ポイント）、製造業（52.7ポイント）、卸・小売業、宿泊・飲食業（50.5
ポイント）の不足感が特に強い。

ＤＩを前回調査と比較すると、建設業のＤＩは依然として高いものの、5.1ポイントの低下、不
動産業、サービス業（3.2ポイント低下）と不足感は若干改善傾向にある反面、製造業（28.9ポイ
ント上昇）、卸・小売業、宿泊・飲食業（25.8ポイント上昇）は不足感が強まっている。

図 13 従業員の過不足感：業種別 

5.6

3.4

1.8

1.4

10.1

3.3

4.4

4.3

12.5

9.1

2.9

2.8

7.9

3.3

4.3

0.0

45.3

39.5

28.6

32.4

55.1

38.5

41.2

41.6

75.0

63.6

39.7

33.8

57.4

39.6

47.8

52.2

47.0

53.4

66.1

60.6

34.8

53.8

53.5

50.2

12.5

18.2

52.9

60.6

31.7

56.0

39.1

43.5

2.0

3.7

3.6

5.6

0.0

4.4

0.9

3.8

0.0

9.1

4.4

2.8

3.0

1.1

8.7

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(n=587)

今回(n=567)

前回(n=56)

今回(n=71)

前回(n=89)

今回(n=91)

前回(n=228)

今回(n=209)

前回(n=8)

今回(n=11)

前回(n=68)

今回(n=71)

前回(n=101)

今回(n=91)

前回(n=23)

今回(n=23)

過剰である 適正である 不足している 無回答

全
体

卸
・小
売
業
、

宿
泊
・飲
食
業

建
設
業

不
動
産
業
、

サ
ー
ビ
ス
業

金
融
業
、
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険
業

運
輸
・通
信
業

製
造
業

そ
の
他
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② 従業員の過不足感：職種別

職種別に見ると、「不足している」の割合は専門・技術職（28.7％）が突出して高い。また、前
回調査と比較して、すべての職種において「適正である」の割合が減少している。

図 14 従業員の過不足感：職種別 

※職種別の従業員過不足感については、｢無回答｣いわゆる｢該当従業員がいない｣場合があるが、これを表示していないため 

内訳を合計しても 100％にはならない。  

2.0

2.5

1.9

1.1

4.3

2.5

2.4

0.5

1.4

0.5

1.4

0.4

2.2

0.9

1.9

0.4

1.9

0.5

1.2

0.5

1.5

0.5

70.0

63.3

44.1

42.9

67.5

63.0

56.0

49.9

57.9

49.9

57.9

50.4

56.0

46.9

57.2

50.8

58.1

50.4

57.9
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③ 従業員の過不足感：年齢別

年齢別のＤＩを見ると、54歳以下の年齢層では不足超、55歳以上の年齢層では過剰超となって
おり、特に 25～34歳が 52.0ポイント、24歳以下が 42.1ポイントと不足感が強い。

図 15 従業員の過不足感：年齢別 

※年齢別の従業員過不足感については、｢無回答｣いわゆる｢該当従業員がいない｣場合があるが、これを表示していないため 

内訳を合計しても 100％にはならない。 
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２．採用状況について

（１）過去１年間の採用状況

過去 1 年間に従業員を｢採用した｣事業所の割合は 78.8％である。採用者の雇用形態別の割合を前回調

査と比較すると、いずれの雇用形態においても同水準となっている。 

① 過去１年間の採用の有無

過去 1年間に従業員を｢採用した｣事業所の割合は 78.8％で、前回調査と同水準となっている。
｢採用した｣事業所の割合を従業員規模別に見ると、300人～999人の事業所が 89.1％で最も高
くなっている。

図 16 過去１年間の採用の有無 

表 5 過去１年間の採用の有無 

78.8

80.9

17.8

18.9

3.4

0.2

今回
(n=567)

前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用した 採用しなかった 無回答

587 80.9 18.9 0.2

567 78 .8 17 .8 3 .4

153 65.4 34.6 0.0

152 58 .6 34 .9 6 .6

197 84.3 15.7 0.0

196 85 .2 13 .3 1 .5

116 91.4 8.6 0.0

84 88 .1 9 .5 2 .4

55 92.7 7.3 0.0

55 89 .1 7 .3 3 .6

55 83.6 16.4 0.0

75 86 .7 10 .7 2 .7

32 75.0 25.0 0.0

64 85 .9 10 .9 3 .1

357 84.0 16.0 0.0

384 79 .9 16 .9 3 .1

186 77.4 22.0 0.5

110 71 .8 23 .6 4 .5

27 74.1 25.9 0.0

64 81 .3 12 .5 6 .3

371 81.9 18.1 0.0

390 80 .0 16 .9 3 .1

175 81.1 18.3 0.6

103 74 .8 22 .3 2 .9

※上段は前回数値、下段は今回数値。

※従業員規模別、業況感別の内訳は、それぞれ無回答を表示していないため、

　その合計が全体のサンプル数と一致しない場合もある。

単位：％
全体 採用した

採用しな
かった

無回答

業
況
比
較

3

ヶ
月
前

好転している

横ばいである

悪化している

業
況
比
較

3

ヶ
月
後

好転するだろう

横ばいだろう

悪化するだろう

全体

従
業
員
規
模

29人以下

30～99人

100 人～299 人

300 人～999 人

1,000 人以上
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② 過去１年間の採用実績

過去 1 年間の採用人数について回答があった 447 事業所の総採用人数は 4,257 人で、うち男性

が 2,119 人（49.8％）、女性が 2,138 人（50.2％）となっている。

採用人数の雇用形態別割合は、正社員が 46.8％、臨時雇が 16.9％、パートタイムが 35.6％と、

前回調査と同水準となっている。

雇用形態別に年齢別構成比を見ると、正社員では男女ともに 24 歳以下の割合が最も高く、どち

らも 30～40％程度を占めている。臨時雇では男性は 55 歳～64 歳、女性は 45 歳～54 歳の割合が

最も高く、どちらも約 25％を占めた。パートタイムでは男性は 24 歳以下が 35.7%、65 歳以上が

21.8%と他の年齢層よりも高く、両年齢層で半数超を占めている。

表 6 過去１年間の雇用形態別採用実績 

図 17 過去１年間の採用実績における雇用形態別構成比 

単位：【上段】人 合計

n=447 【下段】％ 24歳以下 25～34歳 35～44歳 45歳～54歳 55～64歳 65歳以上

正 社 員 男 性 従 業 員 数 1,167 375 291 219 152 92 38

1,993 《55.1%》 年 齢 別 構 成 比 32.1 24.9 18.8 13.0 7.9 3.3

《46.8%》 女 性 従 業 員 数 826 346 185 141 113 39 2

《38.6%》 年 齢 別 構 成 比 41.9 22.4 17.1 13.7 4.7 0.2

臨 時 雇 男 性 従 業 員 数 396 58 93 43 42 98 62

720 《18.7%》 年 齢 別 構 成 比 14.6 23.5 10.9 10.6 24.7 15.7

《16.9%》 女 性 従 業 員 数 324 51 77 60 84 47 5

《15.2%》 年 齢 別 構 成 比 15.7 23.8 18.5 25.9 14.5 1.5

パ ー ト タ イ ム 男 性 従 業 員 数 532 190 66 36 42 82 116

1,515 《25.1%》 年 齢 別 構 成 比 35.7 12.4 6.8 7.9 15.4 21.8

《35.6%》 女 性 従 業 員 数 983 217 167 178 195 130 96

《46.0%》 年 齢 別 構 成 比 22.1 17.0 18.1 19.8 13.2 9.8

出 向 男 性 従 業 員 数 24 0 1 3 7 10 3

29 《1.1%》 年 齢 別 構 成 比 0.0 4.2 12.5 29.2 41.7 12.5

《0.7%》 女 性 従 業 員 数 5 0 1 2 1 1 0

《0.2%》 年 齢 別 構 成 比 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合 計 男 性 従 業 員 数 2,119 623 451 301 243 282 219

4,257 《100.0%》 年 齢 別 構 成 比 29.4 21.3 14.2 11.5 13.3 10.3

《100.0%》 女 性 従 業 員 数 2,138 614 430 381 393 217 103

《100.0%》 年 齢 別 構 成 比 28.7 20.1 17.8 18.4 10.1 4.8
《　》内は雇用形態別構成比
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（２）新規学卒者の採用状況（正社員）

新規学卒者（令和3年3月卒業）を正社員として採用した事業所は37.6％となっている。 

① 採用の有無と採用しなかった理由

新規学卒者（令和3年3月卒業）を正社員として｢採用した｣事業所は 37.6％（168 事業所）とな

っている。

業種別の採用状況を見ると、「採用した」の割合が最も多いのは金融業、保険業の 75.0％、最も

少ないのは卸・小売業、宿泊・飲食業の 22.4％であり、業種間で大きな差がみられる。

新規学卒者の正社員を｢採用しなかった｣事業所は 61.7％（276 事業所）で、採用しなかった理

由は｢採用の予定がなかった｣が 71.0％で最も高く、次いで｢採用したかったが、できなかった｣が

22.8％となっている。

図 18 新規学卒者の採用の有無                           表 7 新規学卒者の採用の有無 

図 19 新規学卒者を採用しなかった理由 

37.6

35.4

61.7

59.6

0.7

5.1

今回

(n=447)

前回

(n=475)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
採用した 採用しなかった 無回答

22.8

24.0

71.0

68.9

6.2

7.1

今回
(n=276)

前回

(n=283)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用したかったが、できなかった 採用の予定がなかった 無回答

475 35.4 59.6 5.1

447 37 .6 61 .7 0.7

47 46.8 53.2 0.0

48 52 .1 47 .9 0.0

73 41.1 56.2 2.7

67 22 .4 73 .1 4.5

193 26.4 67.9 5.7

178 36 .5 63 .5 0.0

6 66.7 0.0 33.3

8 75 .0 25 .0 0.0

47 31.9 59.6 8.5

57 42 .1 57 .9 0.0

83 43.4 53.0 3.6

70 40 .0 60 .0 0.0

15 33.3 66.7 0.0

19 26 .3 73 .7 0.0

24 54.2 37.5 8.3

55 43 .6 56 .4 0.0

300 37.0 57.7 5.3

307 39 .7 59 .6 0.7

144 28.5 67.4 4.2

79 20 .3 78 .5 1.3

20 70.0 25.0 5.0

52 42 .3 57 .7 0.0

304 37.2 57.6 5.3

312 40 .4 58 .7 1.0

142 25.4 69.7 4.9

77 18 .2 81 .8 0.0

※上段は前回数値、下段は今回数値。
※業況感別の内訳は、それぞれ無回答を表示していないため、その合計が
　全体のサンプル数と一致しない場合もある。
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② 新規学卒者の採用実績

新規学卒者（令和 3 年 3 月卒業）を正社員として｢採用した｣事業所のうち、当初の採用予定を

｢上回った｣と回答した事業所は 8.3％、｢下回った｣は 30.4％となっており、採用予定を「下回っ

た」と回答した事業所は前回調査に比べて 6.6 ポイント上昇している。

業種別に見ると、製造業で「下回った」が 42.9％、建設業と運輸・通信業でも 35％以上と、全

業種の中で相対的に高くなっている。

図 20 採用予定と実績の比較 

表 8 採用予定と実績の比較 

8.3

7.7

60.7

67.3

30.4

23.8

0.6

1.2

今回

(n=168)

前回
(n=168)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

上回った 予定通りであった 下回った 無回答

168 7.7 67.3 23.8 1.2

168 8 .3 60 .7 30 .4 0 .6

22 13.6 45.5 36.4 4.5

25 16 .0 44 .0 36 .0 4 .0

30 6.7 73.3 20.0 0.0

15 0 .0 66 .7 33 .3 0 .0
51 7.8 66.7 25.5 0.0
65 9 .2 67 .7 23 .1 0 .0
4 0.0 75.0 25.0 0.0
6 0 .0 100 .0 0 .0 0 .0
15 13.3 53.3 33.3 0.0
24 4 .2 58 .3 37 .5 0 .0
36 5.6 80.6 11.1 2.8
28 7 .1 50 .0 42 .9 0 .0
5 0.0 100.0 0.0 0.0
5 20 .0 60 .0 20 .0 0 .0

※上段は前回数値、下段は今回数値。

無回答

全体

業
種

建設業

卸・小売業、宿泊・飲食業

不動産業、サービス業

金融業、保険業

運輸・通信業

製造業

その他

単位：％
全体 上回った

予定通り
であった

下回った



26 

③ 採用できなかった、採用予定を下回った理由

採用できなかった、採用予定を下回った理由については、｢面接等への応募がなかった｣が

76.3％で突出して高く、前回調査に比べて 6.9 ポイント高くなっている。

図 21 採用できなかった、採用予定を下回った理由

69.4

7.4

7.4

7.4

1.9

76.3

3.5

10.5

4.4

1.8

面接等への応募がなかった

面接等への応募はあったが、面接等に至らなかった

面接等は実施したが、適当な人材がいなかった

内定を出したが、辞退された

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

前回(n=108)

今回(n=114)

（％）
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④ 新規学卒採用者の学歴、性別

新規学卒採用者の最終学歴別構成比をみると、｢大学・大学院卒｣が 48.5％で最も高く、次いで

｢高校卒｣が 30.0％、｢短大・高専・専修卒｣が 21.3％となっている。

表 9 新規学卒者の最終学歴別採用人数 

図 22 新規学卒採用者の最終学歴別構成比 

54.8

48.5

55.9

50.8

53.6

45.7

17.9

21.3

12.0

9.8

24.3

35.7

27.2

30.0

31.9

39.4

22.1

18.4

0.1

0.1

0.2

0.0

0.0

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(n=1,133)

今回(n=806)

前回(n=590)

今回(n=447)

前回(n=543)

今回(n=359)

大学・大学院卒 短大・高専・専修卒 高校卒 中学卒

全
体

男
性

女
性

全体 《100.0%》 男性 《55.5%》 女性 《44.5%》

n=162
合計

1事業所
平均

構成比
（％）

合計
1事業所
平均

構成比
（％）

合計
1事業所
平均

構成比
（％）

大 学 ・ 大 学 院 卒 391 4.55 48.5 227 3.34 50.8 164 3.49 45.7

短大 ・ 高専 ・ 専 修卒 172 3.37 21.3 44 1.69 9.8 128 3.56 35.7

高 校 卒 242 3.41 30.0 176 3.09 39.4 66 2.75 18.4

中 学 卒 1 1.00 0.1 0 0.00 0.0 1 1.00 0.3

合 計 806 4.98 100.0 447 3.49 100.0 359 4.08 100.0

※《　》内の数値は全体における男女別構成比
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（３）中途採用の状況（正社員）

過去 1 年間に正社員を中途採用した事業所は 63.3％、うち男性は 59.4％、女性は 40.6％となってい

る。 

① 採用の有無

正社員を中途採用した事業所は 63.3％（283 事業所）となっている。

図 23 中途採用の有無 

② 中途採用の実績

中途採用者の人数を年齢別にみると、男女ともに 25～34 歳の割合が最も高くなっている。

表 10 中途採用者の人数（男女別・年齢別）

63.3

65.3

36.2

33.3

0.4

1.5

今回

(n=447)

前回

(n=475)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

採用した 採用しなかった 無回答

単位：【上段】人 合計

n=283 【下段】％ 24歳以下 25～34歳 35～44歳 45歳～54歳 55～64歳 65歳以上

男 性 従 業 員 数 1,123 83 351 299 218 107 65

《59.4%》 年 齢 別 構 成 比 7.4 31.3 26.6 19.4 9.5 5.8

女 性 従 業 員 数 768 63 231 199 184 81 10

《40.6%》 年 齢 別 構 成 比 8.2 30.1 25.9 24.0 10.5 1.3

合 計 従 業 員 数 1,891 146 582 498 402 188 75

《100.0%》 年 齢 別 構 成 比 7.7 30.8 26.3 21.3 9.9 4.0
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（４）新規学卒者（正社員）の離職状況

令和元年度採用の新規学卒者（正社員）の採用後3年以内の離職状況は、1年以内の離職率は9.2％、

1年以上2年以内の離職率は8.6％、2年以上3年以内の離職率は4.9％となっており、在職年数が上がる

につれ離職率は減少する傾向にある。 

直近 3 年間で採用後 3 年以内に離職した人数の合計は 463 人で、離職率は 17.3％となってい

る。採用後 1 年以内の離職状況についてみると、令和元年度は 9.2％、令和 2 年度は 11.9％、令

和 3 年度は 11.2％となっている。

前回調査と比較すると、3 年以内の離職率は同水準で推移している。

表 11 新規学卒者（正社員）の採用後３年以内の離職状況

  ＜前回調査＞

＜今回調査＞

採用人数 離職人数

※上段：人 1年以上 2年以上

   下段：％ 2年以内 3年以内

H30年度 1,166 292 117 100 75

25.0 10.0 8.6 6.4

R１年度 1,126 184 126 58

16.3 11.2 5.2

R２年度 1,069 101 101

9.4 9.4

合計 3,361 577 344 158 75

17.2 10.2 4.7 2.2

採用年

1年以内

採用人数 離職人数

※上段：人 1年以上 2年以上

   下段：％ 2年以内 3年以内

R１年度 938 213 86 81 46

22.7 9.2 8.6 4.9

R２年度 884 105 105 49

17.4 11.9 5.5

Ｒ３年度 860 96 96

11.2 11.2

合計 2,682 463 287 130 46

17.3 10.7 4.8 1.7

採用年

1年以内
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（５）新規高等学校卒業者の募集・採用活動の状況

新規高等学校卒業者の学校訪問や求人票の提出に関しては、「行っている」が37.1％で、そのうち求人

票を提出している範囲は、「北九州市内」が58.4％で最も高くなっている。 

① 求人票提出の有無

新規高等学校卒業者の採用に向けて、採用活動の一環として学校訪問や求人票の提出等を行っ

ている事業所は 37.1％となっている。

学校訪問や求人票提出の有無について、採用実績の有無別で大きな差が見られる。

図 24 学校訪問や求人票の提出の有無 表 12 採用実績別の学校訪問等の有無

② 求人票を提出している範囲

学校訪問や求人票の提出を「行っている」と回答した事業所において、求人票を提出している

範囲は、「北九州市内」が 58.4％で最も高く、次いで「福岡県内」が 18.7％、「九州全域」が

12.0％となっている。

図 25 求人票を提出している範囲

58.4

51.5

18.7

19.5

2.4

4.1

12.0

9.5

8.4

10.7

0.0

4.7

今回
(n=166)

前回

(n=169)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北九州市内 福岡県内

北部九州地域（福岡・佐賀・長崎） 九州全域

全国 無回答

37.1

35.6

61.1

60.8

1.8

3.6

今回

(n=447)

前回
(n=475)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行っている 行っていない 無回答
上段実数

下段％

447 166 273 8

100.0 37.1 61.1 1.8

71 64 7 0

100.0 90.1 9.9 0.0

376 102 266 8

100.0 27.1 70.7 2.1

行っていない 無回答

全体

新規高等
学校卒業
者採用の
有無

採用あり

採用なし

全体 行っている
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（６）今後の採用計画

今後1年間に採用を予定している事業所は56.1％となっている。 

新規学卒者の採用計画人数を学歴別に見ると、｢高校卒｣が42.9％と最も高く、次いで｢大学・大学院

卒｣が 33.5％、｢短大・高専・専修卒｣が 21.7％となっている。 

中途採用計画人数を雇用形態別に見ると、「正社員」が 56.7％と最も多く、次いで｢パートタイム｣

が 34.2％、｢臨時雇｣が 8.9％となっている。 

① 今後１年間の採用予定の有無

今後 1 年間に採用を｢予定している｣事業所は全体の 56.1％（318 事業所）となっている。

業種別に見ると、採用を「予定している」割合は、建設業、運輸・通信業の 63.4％が最も高

く、次いで製造業が 60.4％、不動産、サービス業が 57.9％となっている。運輸・通信業は前回調

査から 17.8 ポイント上昇している。

図 26 今後 1年間の採用予定の有無 

表 13 今後 1年間の採用予定の有無 

56.1

51.6

12.9

16.5

20.1

23.7

8.8

5.3

2.1

2.9

今回

(n=567)

前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

予定している 予定はない

まだ決まっていない 採用権限がないため、不明

無回答

587 51.6 16.5 23.7 5.3 2.9

567 56 .1 12 .9 20 .1 8 .8 2 .1

56 60.7 5.4 21.4 10.7 1.8

71 63 .4 9 .9 18 .3 4 .2 4 .2

89 32.6 27.0 25.8 10.1 4.5

91 42 .9 16 .5 25 .3 13 .2 2 .2

228 58.8 14.5 21.9 3.1 1.8
209 57 .9 14 .4 19 .1 6 .2 2 .4

8 37.5 0.0 50.0 12.5 0.0
11 36 .4 0 .0 18 .2 45 .5 0 .0

68 45.6 10.3 32.4 5.9 5.9
71 63 .4 9 .9 15 .5 11 .3 0 .0

101 51.5 21.8 22.8 2.0 2.0
91 60 .4 9 .9 22 .0 5 .5 2 .2

23 43.5 26.1 17.4 8.7 4.3
23 39 .1 21 .7 21 .7 17 .4 0 .0

32 59.4 9.4 21.9 6.3 3.1
64 53 .1 9 .4 21 .9 12 .5 3 .1

357 54.3 15.1 22.7 5.6 2.2
384 58 .6 13 .0 18 .5 8 .1 1 .8

186 46.2 20.4 26.9 3.2 3.2
110 49 .1 14 .5 26 .4 9 .1 0 .9

27 63.0 11.1 22.2 3.7 0.0
64 57 .8 9 .4 21 .9 7 .8 3 .1
371 53.6 15.6 23.5 4.9 2.4
390 57 .7 12 .6 20 .3 8 .7 0 .8
175 46.9 18.9 25.7 5.1 3.4
103 50 .5 15 .5 20 .4 8 .7 4 .9

※上段は前回数値、下段は今回数値。

※業況感別の内訳は、それぞれ無回答を表示していないため、その合計が全体のサンプル数と一致しない場合もある。

採用権限が

ないため、
不明

無回答

業

況
比

較

3

ヶ
月

前

好転している

横ばいである

悪化している

全体

単位：％

全体
予定してい

る
予定はない

まだ決まっ

ていない

業

況

比
較

3

ヶ
月
後

好転するだろう

横ばいだろう

悪化するだろう

金融業、保険業

運輸・通信業

製造業

その他

業
種

建設業

卸・小売業、宿泊・飲食業

不動産業、サービス業
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② 新規学卒者の採用計画数

今後 1 年間に新規学卒者の採用計画がある事業所は 51.9％（294 事業所）で、前回調査の

36.1％から大幅に増加している。採用計画人数は 868 人となっている。学歴別構成は｢高校卒｣が

42.9％と最も高く、次いで｢大学・大学院卒｣が 33.5％、｢短大・高専・専修卒｣が 21.7％となって

いる。

表 14 今後１年間の採用計画人数［新規学卒者最終学歴別］ 

図 27 今後１年間の採用計画人数構成比［新規学卒者最終学歴別］ 

③ 中途採用者の採用計画数

今後 1 年間に中途採用の計画がある事業所は 41.8％（237 事業所）で、採用計画人数は 1,276
人となっている。雇用形態別に見ると、「正社員」が 56.7％で最も高く、次いで｢パートタイム｣が

34.2％、｢臨時雇｣が 8.9％となっている。

表 15 今後１年間の採用計画人数［中途採用者雇用形態別］ 

図 28 今後１年間の採用計画人数構成比［中途採用者雇用形態別］ 

38.3

33.5

20.2

21.7

40.3

42.9

1.2

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(n=663)

今回(n=868)

大学・大学院卒 短大・高専・専修卒 高校卒 中学卒

41.8

56.7

14.5

8.9

43.5

34.2

0.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回(n=1,596)

今回(n=1,276)

正社員 臨時雇 パートタイム 出向

全体

n=237
合計

1事業所
平均

構成比
（％）

正 社 員 724 3.66 56.7

臨 時 雇 114 3.56 8.9

パ ー ト タ イ ム 437 5.91 34.2

出 向 1 1.00 0.1

合 計 1,276 5.38 100.0

全体

n=294
合計

1事業所
平均

構成比
（％）

大 学 ・ 大 学 院 卒 291 3.06 33.5

短大 ・ 高専 ・ 専 修卒 188 2.72 21.7

高 校 卒 372 3.44 42.9

中 学 卒 17 2.43 2.0

合 計 868 2.95 100.0
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④ 今後の新規学卒者の採用方法

今後の新規学卒者の採用方法としては、「学校への働きかけ」が 65.4％で最も高く、次いで「ハ
ローワーク」が 51.2％、「自社ホームページ」が 34.6％、「合同会社説明会」が 30.7％となってい
る。

図 29 新規学卒者の採用方法 

67.7

51.6

36.6

30.1

21.5

16.7

7.0

3.8

3.8

2.7

1.6

7.5

65.4

51.2

34.6

30.7

27.8

17.1

10.7

5.4

4.9

3.9

2.9

2.9

学校への働きかけ

ハローワーク

自社ホームページ

合同会社説明会

民間就職情報サイト

インターンシップ受入

民間の有料職業紹介所

市のＵ・Ｉターン事業

市の若者ワークプラザ北九州

就職情報誌

新聞広告・折込チラシ

関連企業・知人からの紹介

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

前回(n=186)

今回(n=205)

（％）
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⑤ 今後の中途採用者の採用方法

今後の中途採用者の採用方法としては、｢ハローワーク｣が 78.2％で最も高く、次いで、｢自社ホ
ームページ｣が 39.6％、「民間就職情報サイト」が 34.9％、｢民間の有料職業紹介所｣が 26.2％とな
っている。

図 30 中途採用の方法 

81.6

44.1

33.3

31.0

28.0

13.8

22.6

11.5

11.9

11.1

4.2

1.9

78.2

39.6

34.9

26.2

25.5

15.3

13.5

12.4

12.0

8.0

6.2

1.8

ハローワーク

自社ホームページ

民間就職情報サイト

民間の有料職業紹介所

関連企業・知人からの紹介

市のＵ・Ｉターン事業

就職情報誌

市の若者ワークプラザ北九州

合同会社説明会

新聞広告・折込チラシ

学校への働きかけ

インターンシップ受入

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

前回(n=261)

今回(n=275)

（％）
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⑥ 雇用調整について

雇用調整については、｢実施しなかった｣が 73.7％、「実施した」が 25.4％となっている。

図 31 雇用調整実施の有無 

⑦ 雇用調整の内容

雇用調整の内容は、｢一時休業（一時帰休）｣が 37.5％で最も高く、以下、「残業抑制」32.6％、
「配置転換」23.6％、「教育訓練」14.6％、「新規採用の削減・停止」6.9％、「中途採用の削減・停
止」「夏季休暇等の休日・休暇の増加」5.6％、「臨時雇、パートタイム、派遣などの再契約停止・解
雇」4.9％、「転籍」4.2％、「希望退職者の募集」2.8％、「出向者の派遣」「正社員の解雇」2.1％、
「初任給の据え置き」1.4％となっている。

図 32 雇用調整の内容 

25.4

30.0

73.7

65.8

0.9

4.3

今回

(n=567)

前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施した 実施しなかった 無回答

47.7

40.3

28.4

15.9

9.1

8.5

6.8

9.1

2.8

3.4

1.1

1.1

1.1

0.0

6.3

37.5

32.6

23.6

14.6

6.9

5.6

5.6

4.9

4.2

2.8

2.1

2.1

1.4

0.0

5.6

一時休業（一時帰休）

残業抑制

配置転換

教育訓練

新規採用の削減・停止

中途採用の削減・停止

夏季休暇等の休日・休暇の増加

臨時雇､ﾊﾟ-ﾄﾀｲﾑ、派遣などの再契約停止･解雇

転籍

希望退職者の募集

出向者の派遣

正社員の解雇

初任給の据え置き

外国人材の解雇

その他

0.0 20.0 40.0 60.0

前回(n=176)

今回(n=144)

（％）
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⑧ 今後１年間で雇用調整を行う予定の有無

今後１年間の雇用調整の実施予定については、「予定はない」が 84.3％、「予定している」が
11.3％となっており、「予定はない」事業所は前回調査から 15.1ポイント増加している。

図 33 雇用調整の予定 

⑨ 今後１年間で行う雇用調整の内容

今後１年間で実施する雇用調整の内容については、「残業抑制」「配置転換」32.8％が最も高
く、次いで「一時休業（一時帰休）」28.1％、「教育訓練」17.2％、「転籍」「夏季休暇等の休日・
休暇の増加」7.8％、「中途採用の削減・停止」「新規採用の削減・停止」「臨時雇、パートタイム
派遣などの再契約停止・解雇」4.7％、「出向者の派遣」「初任給の据え置き」「希望退職者の募
集」1.6％となっている。

図 34 雇用調整予定の内容 

11.3

24.7

84.3

69.2

4.4

6.1

今回

(n=567)

前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

予定している 予定はない 無回答

43.4

24.8

32.4

20.0

4.1

6.9

9.7

9.7

6.2

4.1

2.1

0.7

1.4

0.7

8.3

32.8

32.8

28.1

17.2

7.8

7.8

4.7

4.7

4.7

1.6

1.6

1.6

0.0

0.0

6.3

残業抑制

配置転換

一時休業（一時帰休）

教育訓練

転籍

夏季休暇等の休日・休暇の増加

中途採用の削減・停止

新規採用の削減・停止

臨時雇､ﾊﾟ-ﾄﾀｲﾑ、派遣などの再契約停止･解雇

出向者の派遣

初任給の据え置き

希望退職者の募集

正社員の解雇

外国人材の解雇

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

前回(n=145)

今回(n=64)

（％）
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⑩ テレワークの導入状況

テレワークの導入状況については、「予定はない」72.5％、「導入している」24.2％、「今後導入
予定」0.9％となっており、「導入している」事業所は前回調査から 4.9ポイント増加している。

図 35 テレワークの導入予定 

⑪ テレワーク導入、または導入予定企業の研修等サポートの利用有無

テレワークの導入、または導入予定企業の研修等サポートの利用については、「利用しない」

70.4％、「利用する」25.4％となっている。

図 36 テレワークの導入予定 

⑫ テレワークの頻度

テレワークの頻度は、「フルテレワーク」4.9％、「主にテレワークで一部出社」16.2％、「主に出
社で一部テレワーク」75.4％となっている。

図 37 テレワークの頻度 

24.2

19.3

0.9

1.5

72.5

77.3

2.5

1.9

今回
(n=567)

前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入している 今後導入予定 予定はない 無回答

25.4

21.3

70.4

77.9

4.2

0.8

今回

(n=142)

前回

(n=122)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用する 利用しない 無回答

4.9 16.2 75.4 3.5全体

(n=142)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルテレワーク 主にテレワークで一部出社

主に出社で一部テレワーク 無回答
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⑬ テレワークの課題

テレワークの課題は、「社員間のコミュニケーションが希薄になる不安がある」43.0％、「顧客
対応が困難になる」30.3％、「テレワーク可能な業務がない」29.6％、「セキュリティ対策に不安
がある」25.4％などとなっている。

図 38 テレワークの課題 

⑭ テレワークを導入しない理由

テレワークを導入しない理由は、「出社しなければできない業務が多いため」が 87.3％と突出し
て高くなっている。

図 39 テレワークを導入しない理由 

43.0

30.3

29.6

25.4

21.8

20.4

14.1

0.0

11.3

社員間のコミュニケーションが

希薄になる不安がある

顧客対応が困難になる

テレワーク可能な業務がない

セキュリティ対策に不安がある

パソコン等の機器やネットワーク

環境の整備が整っていない

社内体制が整っていない

（労務管理、人事評価等）

タスク管理に不安がある

テレワークの導入方法が分からない

特にない

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

全体(n=142)

（％）

87.3

14.4

8.3

5.4

4.6

4.4

4.4

1.9

1.0

0.7

0.0

出社しなければできない業務が多いため

導入するメリットを感じないため

社員から要望がなく、

必要性も感じないため

社内の労務規定が

整備されていないため

環境整備にかけられる

予算が少ないため

社員のマネジメントが困難なため

文書の電子化が進んでおらず

出社が必須のため

コミュニケーションツールが未導入のため

（チャット、WEB会議、スケジュール管理）

社員評価が困難なため

以前導入したが課題が多かったため

導入したいが準備方法が分からないため

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=411)

（％）
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⑮ 採用活動時のオンライン面接

採用活動時のオンライン面接については、「予定はない」70.4％、「実施している」21.9％、「今
後実施予定」3.9％となっており、「実施している」事業所は前回調査から 10.5ポイント増加して
いる。

図 40 採用活動時のオンライン面接実施状況 

⑯ 大学生の就職活動ルールの変更について

大学生の就職活動ルールの変更は、｢今までとあまり変わらない｣が 42.2％で最も高く、次いで
「学生が大手企業・人気企業等に集中し、人材確保が一層困難になる」が 24.9％、｢活動の早期
化・長期化が進むため、採用活動開始時期の見極めが難しい｣が 24.2％、｢採用活動が長期化し、
業務の負担が大きくなる｣が 13.2％となっている。

図 41 就職活動ルールの変更 

21.9

11.4

3.9

8.2

70.4

77.9

3.9

2.6

今回

(n=567)

前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施している 今後実施予定 予定はない 無回答

45.5

24.4

24.5

12.4

9.9

3.6

4.8

42.2

24.9

24.2

13.2

7.9

4.9

4.2

今までとあまり変わらない

学生が大手企業・人気企業等に集中し、人材確

保が一層困難になる

活動の早期化・長期化が進むため、採用活動開

始時期の見極めが難しい

採用活動が長期化し、業務負担が大きくなる

学生が学業に専念できず、十分な学力・能力が

習得できないまま社会人となる可能性がある

早期に学生へアプローチでき、採用活動を有利に

進めることができる

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

前回(n=587)

今回(n=567)

（％）
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⑰ インターンシップの導入状況

インターンシップの導入状況を尋ねたところ、「導入している」が 20.6％、「導入していない」
は 76.2％となっている。
インターンシップを「導入している」と回答した事業所に対して、どのような窓口で募集した

かをたずねたところ、「自社で募集」が 37.6％で最多、次いで「民間の就職情報サイトを経由して
募集」が 35.9％、「北九州商工会議所を経由して募集」が 21.4％となっている。

図 42 インターンシップの導入状況 

図 43 インターンシップの募集窓口 

インターンシップを「導入している」と回答した事業所に対して、インターンシップの期間を

たずねたところ、「１日」が 27.4％、「2～3日間」が 20.5％、「5日間程度」が 28.2％と、80％弱
が 1週間未満をインターンシップの期間としている。

図 44 インターンシップの期間 

20.6

18.1

76.2

78.5

3.2

3.4

今回

(n=567)

全体：前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
導入している 導入していない 無回答

37.6

35.9

21.4

8.5

4.3

26.5

自社で募集

民間の就職情報サイト

（リクナビ、マイナビ等）を経由して募集

北九州商工会議所（北九州市委託）

を経由して募集

北九州地域産業人材育成フォーラム

を経由して募集

九州インターンシップ推進協議会

を経由して募集

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

全体(n=117)

（％）

27.4 20.5 28.2 13.7
5.1

3.4

1.7

全体

(n=117)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1日 2～3日間 5日間程度 2週間程度
１ヵ月程度 その他の期間 無回答
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インターンシップを「導入している」と回答した事業所に対して、インターンシップの実施方

法をたずねたところ、「対面で実施」が 76.1％、次いで「対面とオンラインを組み合わせて実施」
が 12.8％、「オンラインで実施」は 9.4％となっている。

図 45 インターンシップの実施方法 

インターンシップを「導入している」と回答した事業所に対して、インターンシップの内容を

たずねたところ、「職場見学・業務体験」が 79.5％で最多、次いで「講義・セミナー」が
36.8％、「社員との交流会」が 29.9％、「課題解決」が 24.8％、「就業体験」が 20.5％となってい
る。

図 46 インターンシップの内容 

76.1 9.4 12.8 1.7全体
(n=117)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

対面で実施 オンラインで実施 対面とオンラインを組み合わせて実施 無回答

79.5

36.8

29.9

24.8

20.5

0.9

職場見学・業務体験

講義・セミナー

（企業・事業内容の説明）

社員との交流会（座談会）

課題解決

（与えられたテーマへの取り組み）

就業体験

（一定期間、実際の業務に従事）

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(n=117)

（％）
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インターンシップを「導入している」と回答した事業所に対して、今後の実施予定について尋

ねたところ、「継続（現状維持）予定」が 81.2％で最も高く、次いで「拡大予定」が 12.0％、「縮
小・廃止予定」は 4.3％となっている。

図 47 インターンシップの実施予定

インターンシップを「導入していない」と回答した事業所及び今後の実施予定を「継続（現状

維持）予定」または「縮小・廃止予定」と回答した事業所に対して、その理由を尋ねたところ、

「社内の人員・実習場所の確保が困難」が 30.5％で最も高く、次いで「社内調整が難しい」が
29.7％、「採用につながらない」が 20.7％となっている。

図 48 インターンシップを導入していない、今後の実施予定が継続、縮小・廃止の理由 

32.2

31.5

20.1

23.9

8.0

8.1

13.4

30.5

29.7

20.7

18.0

8.6

4.9

16.2

社内の人員・実習場所の確保が困難

社内調整が難しい

採用につながらない

プログラムの企画・ノウハウがない

参加学生の募集・選考が難しい

費用負担が大きい

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

前回(n=553)
今回(n=532)

（％）

12.0

10.4

81.2

80.2

4.3

6.6

2.6

2.8

今回

(n=117)

全体：前回

(n=106)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

拡大予定 継続（現状維持）予定 縮小・廃止予定 無回答
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⑱ 就職氷河期世代の人材の正規雇用としての登用

就職氷河期世代（37歳～52歳）の正規雇用としての登用の予定について尋ねたところ、「資格
や実務経験があり、即戦力となる人材がいれば、正規雇用する予定」が 48.9％で最も高く、次い
で「未経験であっても正規雇用する予定」が 22.2％となっているものの、「正規雇用する予定はな
い」も 19.6％を占めている。
就職氷河期世代の人材を正規雇用する予定がある事業所に対して、登用において重視する条件

について尋ねたところ、「自社で長く働く意欲があること」が 47.3％で最も高く、次いで「業務に
関連する実務経験」が 40.9％、「誠実性が見られること」が 37.4％、「コミュニケーション能力」
が 34.9％となっている。「自社で長く働く意欲があること」や「業務に関連する実務経験」は前回
調査からそれぞれ 7.4ポイント、9.9ポイント増加している反面、「コミュニケーション能力」は
9.1ポイント減少している。
また、就職氷河期世代の人材を正規雇用する予定がある事業所の就職氷河期世代の人材の登用

における課題として、「給与や雇用形態等、採用条件の設定が難しい」が 26.3％で最も多く、正規
雇用後の人材育成制度については、「上司や社員等によるＯＪＴ制度」が 52.5％で最も多い。

図 49 就職氷河期世代の人材の正規雇用としての登用の予定 

図 50 就職氷河期世代の人材の正規雇用としての登用において重視する条件 

22.2

18.7

48.9

42.9

3.0

4.9

19.6

18.6

3.2

5.1

3.2

9.7

今回
(n=567)

前回
(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未経験であっても正規雇用する予定
資格や実務経験があり、即戦力となる人材がいれば、正規雇用する予定
自社の非正規雇用社員を正規雇用に転換する予定
正規雇用する予定はない
その他
無回答

39.9

31.0

36.5

44.0

19.9

4.6

4.3

47.3

40.9

37.4

34.9

23.1

5.5

2.7

自社で長く働く意欲があること

業務に関連する実務経験

誠実性が見られること

コミュニケーション能力

業務に関連する知識、資格

ビジネススキル（企画力・プレゼン力など）

その他

0.0 20.0 40.0 60.0

前回(n=587)

今回(n=438)

（％）
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図 51 就職氷河期世代の登用の課題 

図 52 就職氷河期世代の人材採用後の人材育成制度 

31.0

10.1

5.3

3.2

3.4

5.3

46.7

26.3

8.2

6.2

3.4

3.0

3.9

56.8

給与や雇用形態等、採用条件の設定が難しい

同世代に与えられる採用ポストが無い

同世代の採用に対する不安がある

各種助成金のメニュー内容、活用方法がわからない

同世代の採用選考時の評価方法が分からない

その他

特になし

0.0 20.0 40.0 60.0

前回(n=587)
今回(n=438)

（％）

47.5

37.0

15.0

3.1

24.7

52.5

38.4

13.0

1.6

24.0

上司や社員等によるOJT制度

研修やセミナー等の斡旋又は社内での実施

社外専門資格取得のための費用の助成

その他

特になし

0.0 20.0 40.0 60.0

前回(n=587)

今回(n=438)

（％）
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３．高年齢者（55 歳以上）雇用について

（１）高年齢者の採用状況

過去1年間に高年齢者（55歳以上）を採用した事業所は全体の38.8％で、前回調査（39.7％）と同水準

となっている。高年齢者の採用職種では｢専門・技術職｣（31.8％）が最も高くなっている。 

① 過去１年間の採用の有無

過去１年間の採用の有無については、「採用した」事業所の割合が 38.8％となっている。

図 53 過去１年間の高年齢者採用の有無 

② 過去１年間の高年齢者採用実績

過去 1年間の高年齢者採用人数について回答があった 220事業所の総採用人数は 871人で、う
ち男性が 552人（63.4％）、女性が 319人（36.6％）となっている。採用人数の雇用形態別割合
は、正社員が 20.1％、臨時雇が 29.7％、パートタイムが 49.0％となっている。
雇用形態別に年齢別構成比を見ると、正社員では男女ともに 55～59歳の割合が最も高く、女性
の正社員採用に占める割合は 60.0％と特に高くなっている。

表 16 過去１年間の採用実績 

38.8

39.7

59.8

58.4

1.4

1.9

今回

(n=567)

全体：前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
採用した 採用しなかった 無回答

単位：【上段】人 合計

n=220 【下段】％ 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳 75歳以上

正 社 員 男 性 従 業 員 数 140 57 33 40 10 0

175 《25.4%》 年 齢 別 構 成 比 40.7 23.6 28.6 7.1 0.0

《20.1%》 女 性 従 業 員 数 35 21 12 1 1 0

《11.0%》 年 齢 別 構 成 比 60.0 34.3 2.9 2.9 0.0

臨 時 雇 男 性 従 業 員 数 192 36 87 51 16 2

259 《34.8%》 年 齢 別 構 成 比 18.8 45.3 26.6 8.3 1.0

《29.7%》 女 性 従 業 員 数 67 24 38 4 1 0

《21.0%》 年 齢 別 構 成 比 35.8 56.7 6.0 1.5 0.0

パ ー ト タ イ ム 男 性 従 業 員 数 211 30 57 79 36 9

427 《38.2%》 年 齢 別 構 成 比 14.2 27.0 37.4 17.1 4.3

《49.0%》 女 性 従 業 員 数 216 78 53 42 29 14

《67.7%》 年 齢 別 構 成 比 36.1 24.5 19.4 13.4 6.5

出 向 男 性 従 業 員 数 9 3 3 3 0 0

10 《1.6%》 年 齢 別 構 成 比 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0

《1.1%》 女 性 従 業 員 数 1 1 0 0 0 0

《0.3%》 年 齢 別 構 成 比 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合 計 男 性 従 業 員 数 552 126 180 173 62 11

871 《100.0%》 年 齢 別 構 成 比 22.8 32.6 31.3 11.2 2.0

《100.0%》 女 性 従 業 員 数 319 124 103 47 31 14

《100.0%》 年 齢 別 構 成 比 38.9 32.3 14.7 9.7 4.4
《　》内は雇用形態別構成比
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③ 高年齢者を採用した理由

55歳以上の高年齢者を｢採用した｣と回答した 220事業所に対し、採用した理由について質問し
たところ、「技術や経験の活用」が 57.7％で最も高く、次いで「高年齢者でもできる業務である」
が 40.5％となっている。

図 54 高年齢者の採用及び採用予定理由 

④ 高年齢者の職種

55歳以上の高年齢者を｢採用した｣と回答した 220事業所に対し、採用者の職種について質問し
たところ、職種では「専門・技術職」の割合が 31.8％で最も高く、次いで「事務職」が 15.9％、
「サービス職」が 13.6％、「輸送・機械運転」が 13.2％となっている。

図 55 高年齢採用者の職種 

表 17 高年齢採用者の職種 

54.1

48.9

30.9

7.3

5.6

7.3

57.7

40.5

24.5

5.5

3.6

7.3

技能や経験の活用

高年齢者でもできる業務である

若年者が採用できないため

比較的低賃金で雇用できる

高齢者福祉の観点から

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

前回(n=233)
今回(n=220)

（％）

30.5

10.3

15.0

7.7

25.3

5.6

4.7

7.3

3.4

0.9

14.2

31.8

15.9

13.6

13.2

12.3

10.9

7.7

7.3

6.4

2.3

5.0

専門・技術職

事務職

サービス職

輸送・機械運転

運搬・清掃・包装等

管理職

保安職

生産工程

販売職

建設・採掘

その他

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

前回(n=233)

今回(n=220)

（％）

全体 管理職
専門・技
術職

事務職 販売職
サービス

職
保安職 生産工程

輸送・機
械運転

運搬・清
掃・包装

等

建設・採
掘

その他 無回答

233 5.6 30.5 10.3 3.4 15.0 4.7 7.3 7.7 25.3 0.9 14.2 0.9

220 10 .9 31 .8 15 .9 6 .4 13 .6 7 .7 7 .3 13.2 12 .3 2 .3 5 .0 1 .8

15 13.3 40.0 13.3 0.0 6.7 6.7 6.7 6.7 0.0 6.7 6.7 6.7

23 17 .4 34 .8 13 .0 0 .0 4 .3 8 .7 0 .0 8 .7 8 .7 17 .4 4 .3 4 .3

26 3.8 7.7 11.5 26.9 15.4 0.0 0.0 0.0 38.5 0.0 11.5 0.0

27 14 .8 3 .7 11 .1 44 .4 14 .8 0 .0 11 .1 3 .7 22 .2 0 .0 0 .0 3 .7

114 4.4 36.8 12.3 0.0 20.2 7.9 2.6 4.4 22.8 0.0 20.2 0.0

104 7 .7 44 .2 16 .3 0 .0 22 .1 10 .6 3 .8 3 .8 13 .5 0 .0 8 .7 1 .9

2 0.0 50.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3 0 .0 33 .3 66 .7 33 .3 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0 0 .0

27 0.0 25.9 3.7 0.0 11.1 0.0 0.0 40.7 22.2 0.0 11.1 0.0

33 6 .1 21 .2 15 .2 3 .0 6 .1 3 .0 0 .0 57.6 9 .1 0 .0 0 .0 0 .0

34 11.8 29.4 2.9 2.9 2.9 0.0 35.3 2.9 38.2 0.0 2.9 2.9

21 19 .0 19 .0 9 .5 0 .0 0 .0 0 .0 38 .1 14.3 0 .0 0 .0 4 .8 0 .0

9 11.1 11.1 11.1 0.0 11.1 0.0 11.1 0.0 22.2 0.0 22.2 0.0
9 22 .2 33 .3 33 .3 0 .0 0 .0 33 .3 11 .1 0 .0 22 .2 11 .1 0 .0 0 .0

※上段は前回数値、下段は今回数値。

上段：実数、下段：％

全体

業
種

建設業

卸・小売業、宿泊・飲食業

不動産業、サービス業

金融業、保険業

運輸・通信業

製造業

その他
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⑤ 採用後の退職理由

採用後に退職した場合の理由については、「該当事例なし」が 40％以上を占めるなかで、「体
力・健康」が 22.3％、「人間関係」が 9.1％、「能力（スキル）」が 8.6%となっている。

図 56 採用後の退職理由 

23.6

11.6

10.3

1.7

2.1

3.4

39.1

22.3

9.1

8.6

2.7

0.5

5.9

42.3

体力・健康

人間関係

能力（スキル）

給与

労働時間

その他

該当事例なし

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

前回(n=233)

今回(n=220)

（％）
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（２）高年齢者の採用計画

今後1年間に高年齢者の採用を予定している事業所は全体の36.9％となっている。 

① 今後１年間の採用予定の有無

今後１年間の採用予定について、「予定している」事業所の割合は 36.9％となっている。

図 57 高年齢者の今後１年間の採用予定の有無

② 採用したい雇用形態

高年齢者の今後 1年間の採用を予定している事業所に対し、採用したい雇用形態、理由及び職
種について尋ねたところ、採用したい雇用形態については、「正社員」が 48.3%、「臨時雇」が
34.0％、「パートタイム」が 55.5％となっている。

図 58 採用したい雇用形態

36.9

30.7

60.3

66.4

2.8

2.9

今回

(n=567)

全体：前回

(n=587)

0% 20% 40% 60% 80% 100%
予定している 予定はない 無回答

40.0

28.3

66.7

0.6

48.3

34.0

55.5

0.5

正社員

臨時雇

パートタイム

出向

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

前回(n=180)

今回(n=209)

（％）
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高年齢者を採用したい理由については、「技能や経験の活用」が 60.8％で最も高く、次いで「高
年齢者でもできる業務である」が 51.2％、「若年者が採用できないため」が 30.6％となっている。
高年齢者を採用したい職種については、「専門技術職」が 36.8％で最も高く、次いで「サービス
職」が 18.7％、「運搬・清掃・包装等」「輸送・機械運転」がともに 14.8％となっている。

図 59 高年齢者を採用したい理由

図 60 高年齢者を採用したい職種 
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（３）高年齢者の雇用確保の取組

高年齢者の雇用確保措置については、「継続雇用制度の導入」が58.6％、そのうち雇用終了年齢を「65

歳」とする事業所は49.1％となっている。 

① 実施している高年齢者の雇用確保措置

実施している高年齢者の雇用確保措置については、「継続雇用制度の導入」が 58.6％で最も高
く、次いで「検討中」21.7％、「定年の引上げ」9.2%となっている。

図 61 実施している高年齢者の雇用確保措置

② 継続雇用制度の内容

「継続雇用制度の導入」を実施している事業所（332事業所）における継続雇用制度の雇用終
了年齢については、「65歳」が 49.1％で最も高く、次いで「年齢の定めなし」が 25.3％、「70歳
以上」が 14.5%となっている。
継続雇用制度の対象者の賃金水準については、定年前の「6割～7割」（38.9％）が最多で、次
いで「8割～9割」（28.0％）、「同等以上」（25.0%）となっている。

図 62 継続雇用制度の雇用終了年齢 

図 63 継続雇用制度対象者の賃金水準
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③ 高年齢者雇用で重要視する点

高年齢者を雇用する際に重要視する点については、「健康上大きな問題がないこと」が 49.6％で
最も高く、次いで「働く意欲があること」が 46.2％、「熟練した技能・技術を有すること」が
21.7%となっている。「健康上大きな問題がないこと」や「働く意欲があること」は前回調査から
いずれも 30ポイント以上減少しており、これ以外の重要視する点の回答率も減少している。

図 64 高年齢者雇用で重要視する点

④ 高年齢者雇用で配慮が必要と考える点

高年齢者を雇用するにあたり配慮が必要だと考える点については、「健康面への特段の配慮」が

45.9％で最も高く、次いで「経験や技能を活かすことのできる職場への配置」が 40.7％、「肉体的
負担の少ない仕事への従事」が 37.2%となっている。

図 65 高年齢者雇用で配慮が必要と考える点
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⑤ ワークシェアリングの導入状況

ワークシェアリングを導入している事業所は 9.2％で、導入していない事業所は 77.6％、検討中
は 8.3％となっている。ワークシェアリングを導入していると回答した事業所における導入理由
は、「人手不足を補うため」が 61.5％で最も高く、次いで「事業ノウハウの承継に役立つため」が
19.2％、「退職者の再雇用の受け皿となるため」が 9.6％となっている。
ワークシェアリングを導入していないと回答した事業所における非導入理由は、「シェアできる

仕事がない」が 63.7％で最も高く、次いで「社内の合意形成が困難」が 12.1％となっている。

図 66 ワークシェアリングの導入状況

図 67 ワークシェアリングを導入している理由

図 68 ワークシェアリングを導入していない理由
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４．外国人材の活用について

（１）外国人材の雇用状況

外国人材の現在の雇用状況については「雇用していない」が79.2％となっている。 

「雇用している」事業所における今後の外国人材の雇用予定については、「現状を継続」が40.7％で最

多となっている。雇用理由は、「人手不足への対応（国内学生の採用難）」が55.6％で最多となっている。

高度人材を雇用している事業所における高度人材の業務内容は「その他」が36.8％、「機械設計等の技術

者」が31.6％で最多となっている。 

外国人材の雇用における課題は「コミュニケーションがとりづらい」が 40.7％で最多となっている。

外国人材を雇用していない事業所においては「雇用したいと思わない」が 41.0％で最多となってい

る。 

今後雇用したいと思う外国人材の在留資格は「技能実習生」が 34.0％で最多となっている。 

外国人材について「雇用したいと思わない」、「よく分からない」と回答した事業所では「事業所に

受け入れ体制ができていない」が 50.7％で最多となっている。 

① 外国人材の雇用の有無

外国人材の雇用状況については、「雇用している」事業所の割合は 19.0％となっている。

図 69 外国人材の雇用の有無

② 今後の外国人材の雇用予定

外国人材を雇用している事業所における今後の外国人材の雇用予定は、「現状を継続」が 40.7％
で最も高く、次いで「未定」が 26.9％となっている。

図 70 今後の外国人材の雇用予定
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③ 外国人材を雇用した理由

外国人材を雇用した理由は、「人手不足への対応（国内学生の採用難）」が 55.6％で最も高く、
次いで「専門的知識・技能等を有する優秀な人材の確保」が 36.1％となっている。

図 71 外国人材を雇用した理由

④ 高度人材の業務内容

高度人材を雇用している事業所における高度人材の業務内容については、「その他」（36.8％）
が多数を占める中、「機械設計等の技術者」31.6％、「ＩＴエンジニア」が 26.3％となっている。
「その他」の業務内容としては、自動車整備、他従業員と同様の業務内容、営業（語学力を生か

した）、施工管理などとなっている。

図 72 高度人材の業務内容
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⑤ 外国人材の雇用における課題

外国人材の雇用における課題については、「コミュニケーションがとりづらい」が 40.7％で最も
高く、次いで「在留資格申請や実習計画認定の手続きなどに手間がかかる」が 26.9％、「思ったよ
りコストがかかる」が 22.2％、「生活習慣のギャップ」が 16.7％、となっている。

図 73 外国人材の雇用における課題
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⑥ 外国人材雇用についての意向

外国人材を雇用していない事業所における外国人材の雇用意向については、「雇用したいと思わ

ない」が 41.0％、「雇用したいと思う」が 10.5％、「よく分からない」が 43.9％となっている。

図 74 外国人材雇用についての意向

⑦ 今後雇用したいと思う外国人材の在留資格

今後雇用したいと思う外国人材の在留資格は「技能実習生」が 34.0％で最も高く、次いで「特
に決まっていない」が 31.9％、「特定技能」が 25.5％となっている。

図 75 外国人材の雇用を希望する在留資格
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⑧ 外国人材雇用についての考え

外国人材について「雇用したいと思わない」、「よく分からない」と意向を示した事業所におけ

る外国人材の雇用についての考えは、「事業所に受け入れ体制ができていない」が 50.7％で最も高
く、次いで「職場内での円滑なコミュニケーションが図れるか不安がある」が 35.2％、「外国人材
を雇用するよりは、高齢者や女性も含め日本人の採用に努力したい」が 21.5％となっている。

図 76 外国人材雇用についての考え
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５．労働関係の制度改正への対応について

（１）「働き方改革関連法」について

「働き方改革関連法」が改正されたことについては、「知っている」が 97.5％で前回調査から 3.3 ポ

イント増加、「改正内容まで知っている」は69.4％で横ばいとなっている。 

① 「働き方改革関連法」の認知度

平成 30年 7月に「働き方改革関連法」が改正されたことについて、「知っている」が 97.5％、
「知らない」が 1.1％と、前回調査から認知度（知っていると回答した割合）は 3.3ポイント高く
なっている。

また、「知っている」事業所に対し「働き方改革関連法」改正の内容について、どの程度知って

いるかについて尋ねたところ、「改正内容まで知っている」の割合が 69.4％、「改正されたことの
みで内容はよく分からない」は 28.6％と、前回調査から横ばいとなっている。

図 77 「働き方改革関連法」の認知度

図 78 内容の理解度
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② 働き方改革の取組における課題

働き方改革の取組を進めるにあたり、課題と感じる点については、「その他」が 24.5％を占める
なかで、「新しい制度に対応するための労務管理の方法が分からない」が 14.5％、「賃金引上げに
活用できる支援制度が分からない」が 12.7％、「業務改善について助成金を利用したいが、利用で
きる助成金が分からない」が 12.3％となっている。
その他の内容については、「特にない」が多数を占めている。

図 79 働き方改革の取組における課題
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６．新型コロナウイルス感染症に伴う支援の活用について

（１）新型コロナウイルス感染症に伴う行政支援の活用

新型コロナウイルス感染症に伴う行政支援の活用については、「活用した」が52.4％、「活用していな

い」が44.4％となっている。行政支援を活用した事業所は前回調査（60.8％）から8.4ポイント減少し

ている。 

活用した助成の内容は、「雇用調整助成金（緊急雇用安定助成金を含む）」が53.9％で最も多く、次い

で「小学校休業等対応助成金」12.5％となっている。 

助成金申請の検討にあたり活用した相談窓口は、「各種助成に係るコールセンター窓口」が 18.2％、

「新型コロナウイルス事業者向け相談窓口（小倉、戸畑、黒崎）」が12.5％だが、「相談はしていない」

が45.1％と最も多くなっている。 

図 80 新型コロナウイルス感染症に伴う支援活用の有無

図 81 活用した助成の内容
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図 82 助成申請の検討にあたり活用した相談窓口
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